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資料 1

病原体サーベイランス等について

平成26年 5月 22日

結核感染症課
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患者発生サーベイランスで報告された患者に由来する検体から病原体を分離・

同定し、病原体の動向を監視するもの。感染症発生動向調査事業として実施。

○全数把握の疾病 (結核など)
・医師から患者発生届出を受けた保健所は、必要に応じて、病原体検査のため
の検体及び病原体情報について地方衛生研究所への提供依頼を行う。
・診断した医師は、協力可能な範囲において地方衛生研究所に検体を送付する。

○定点把握の疾病
0都道府県は、病原体の分離等の検査情報を収集するため、患者定点として指定
された医療機関の中から病原体定点を指定する。
目指定された医療機関は、検体を採取し地方衛生研究所に送付する。

※地方衛生研究所は、患者が一類感染症と診断されている場合、都道府県域を
超えて集団発生があった場合等は、検体を国立感染症研究所に送付する。
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○我が国の結核対策については、結核を特に総合的に予防対
策に取り組むべき感染症として位置づけ、平成19年に策定さ

れた結核に関する特定感染症予防指針 (以下「予防指針」と
いう。)に基づいて、推進していくこととしている。

○平成23年に改正された予防指針では、新規施策として国及

び都道府県等は薬剤感受性検査及び分子疫学的手法※か
らなる病原体サーベイランス体制の構築に努めることが記載
されている。

※分子疫学的手法 具体的には、結核菌を遺伝子検査によつて分析する手法 (RFLP法やVNttR法など)
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病原体サーベイランスの構築に一層努めること等が指摘された。
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◆薬剤感受性検査及び分子疫学的手法からなる病原体サーベイランスの構築にあたっての
具体的な課題は以下の通り。

現状 課題

○ 薬剤感受性試験は都道府県等の事業|で

はなく、医療機関で実施されていることが多
い                   |        |   ' |

○ 薬剤感受性試験の結果を1医療機関から都道
府1県等が得る必要がある  ‐     ■

Oイ ソニコチン酸ヒドラジド及びリフアンピシ
ンに対し耐性を有する結核菌(以下「MDR」
という。)が病原体規制のため病原体サーベ

イランスの対象から除外されることがある

○ 平成18年の感染症法改正から、10年弱が経

過しており、結核治療の最新の知見を踏まえる
必要がある
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三

四

五

六

○ 結核登録者票の記録すべき事項として、薬斉J感受性試験の結果を入れてはどうか。

<参考>
{結核登録票の記録事項等)
法施行規則第二十七条の八 法第五十三条の十二第二項に規定する結核登録票に記録すべき事項は、次のとおりとする。
一 登録年月日及び登録番号
二 結核患者又は結核回復者の住所、氏名、生年月日、性別、職業並びに結核患者が成年に達していない場合にあつては、
その保護者の氏名及び住所(保護者が法人であるときは、その名称及び主たる事務所の所在地)
届け出た医師の住所{病院又は診療所で診療に従事する医師については、当該病院又は診療所の名称及び所在地}及び氏名
結核患者については、その病名、病状及び現に医療を受けていることの有無

結核患者又は結核回復者に対して保健所がとつた措置の概要
前各号に掲げるもののほか、生活環境その他結核患者又は結核回復者の指導上必要と認める事項

○ 三種病原体として取り扱う多剤耐性結核菌の定義について、WHOが 新たに定義したM
DRのうち一次抗結核薬のみならず二次抗結核薬 (フルオロキノロン系薬剤に加えて、アミ
カシン、カナマイシン、カプレオマイシンの三種類の薬斉Jのうち一剤以上)に耐性を有する
ものを「広範囲多剤耐l性結核菌」 (以下「XDR」 という。)の基準に準じて変更すること
としてはどうか。

6



<現状>
○ 結核菌については、人為的な感染症の発生を防止するため、感染症法上、四種病原体等として
使用、保管等の基準の遵守が義務付けられている。
○ ただし、結核菌のうちMDRに ついては、三種病原体等としてその所持等の届出が義務付けら
れるとともに、さらに運搬等に規制が設けられている。
○ 一方、WHOに おいては、平成 18年にXDRを新たに定義し、各国にその対策を求めている
ところである。

<課題>
○ 国内においては、MDRに ついて、その保管 0運搬等に厳格な規制が設けられているため、そ
の調査・研究が十分なされていない。

｀

<見通し>
○ 抗結核薬については、諸外国において二次抗結核薬 (一次抗結核薬と比較し抗菌力は劣るが、
多剤併用により効果が期待される薬斉J)と して使用されているフリレオロキノロン系薬剤 (レボフ
ロキサシン等)が国内においても適応拡大に向けた動きがみられるほか、新しい作用機序の新薬
(デラマニ ド)が国内で薬事承認される見通しであり、今後、MDRの治療成績が向上すること
が期待されている。                             ・

○ 三種病原体として取り扱う多剤耐性結核菌の定義について、WHOの XDRの基準に準じて変
更することとしてはどうか。





予防指針に関する施策の進捗状況
調査結果 (T部抜粋 )

平成26年 1月 29日 第1回厚生科学審議会結核部会 資料一部抜粋及び改変 ・
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病原体サーベイランス質問調査結果 まとめ (H26.1.29)

第 1回結核部会

資料 (抜粋・改変 )

(140自治体中病原体サーベイランスの取組が先進的であると判断した32自治体の集計結果 )

・ 病原体サーベイランスを構築している32自治体のうち、その8割以上が施策として実施。
・ 主な検査機関としては、一部の自治体で医療機関としているが、多くは地方衛生研究所となつ
ている。

・ 集計対象とした自治体の多くの地方衛生研究所では、遺伝子解析を実施している。
・ VNttR法は広く普及しているが、RFLP法、薬剤感受性試験は、VNttRに比して実施率、実施可能性
ともに低い状況である。(※ )

(※ )薬剤感受性試験は、多くの場合、医療機関等で実施されていることが想定される。

・ 40.6%の 自治体が患者の同意を得ている(行政検査では患者同意は不要 )。

・ 検体輸送については、様々な手段が用いられている。
・ 37.5%の病原体サーベイランス事業では多剤耐性結核菌を対象としていない。
0 87.5%の 自治体は病原体分離を実施している施設での保管状況を把握していない。

・ 病原体情報は、9。4%の事業では紙ベース、71.9%の事業では表形式 (エクセル等)で保存されて
おり、データベースを構築できている事業は18。8%である。

・ 病原体情報は主に地方衛生研究所で管理されている。
・ 87。 5%の病原体サーベイランス事業では、少なくとも患者登録者情報とリンクする患者情報を
持つて管理している。

・ 菌株の保存については、「原則すべての菌株に実施」(68.8%)、「一部の菌株に実施」(3.1%)、
「実施していない」(28。 1%)となっている。                    10
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」AttA1 2や JAttA15などの標準
プライマーを配布済み
大多数の地衛研で実施可能
になつている
さらに一部の地域では独自の
プライマーを追加している

集団発生、外国人、MDR疑い
など自治体ごとに対象を定義
し、VNttR対象を拡大している
ところがある
主に研究ベースで実施
(今回調査では5自治体)

行政事業として実施している

自治体は一部 (今回調査では
27自治体)
7割の事業で原則すべての菌
株が保存されている。

O MDRを対象から除外しているところがある

研究の一環として実施する場合、患者同意と個
人情報保護の問題がある
菌株の譲渡についての法的根拠

標準化されたデータベースの構築 (現状は表形
式での管理が主)

疫学情報と菌情報の統合のあり方 (NESID情報
の取り扱い:多くの事業ですでに患者情報をリン

クして管理している)
MDRが対象となつていない事業がある
県域を越える場合の共有や必要性が未整理
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7.

(H26.1.29)

第 1回結核部会

資料 (抜粋・改変 )

精度管理が確立していない

4.国レベルのネットワーク化 0 在り方の検討が必要



参考資料 1

結核菌病原体サーベイランスシステムと現状

御手洗 聡

結核予防会結核研究所抗酸菌部
Professor/Head,Department of Reference and Research,Research lnstitute of Tuberculosis

OF TUBERCULOS:S・ JAPAN



感染症サーベイランスの目的

感染症の動態を明らかにし、国民が疾病に罹患しないよう情
報を提供すること
・ 新たな流行の把握

0感染症 (状況 )の推移
・疾病側 (患者 )

・発生状況、リスクグループロ因子、治療経過

・ 集団感染

・病原体側 (微生物 )

・ 特定の株の流行

・薬剤耐性情報

・対策のモニタリングと評価



病原体サーベイランスの必要性

分子疫学調査

・感染動態の把握
0未解明感染ルートの発見

薬剤耐性の現状把握

・標準治療法の設定のための情報

・耐性の予防及び研究

・公衆衛生上の意識の充進

薬剤耐性状況の推移の把握

・結核対策の正否の評価  ・
・新薬開発への情報提供



MDR―丁B in 1/Vestern Pacinc Region(2002-2007)

Tomsk Oblast(2005)
N:15.00/OP:No data

モンEゴル (2007)
N:1.40/OP:27.5%

メゝ  黒竜江省(2005)

日本を含む西太平洋地域における多剤耐性

内モンゴル自治区 (2002)

N:7.3%P:41.9%

中国全土 (2007)
N:5.70/OP:25.6%

Jヒ京市 (2004)
N:2.3%P:11.7%

上海市 (2005)

N:3.9%P:12.4%

香港(2005) 
′
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NttP‐4%ρ

日本 (2007)
N:0.4%P:4.1%

フィリピン(2004)
N:4.00/OP:20.9%

椰

インドネシア(2004)

N:New
P:Previously treated

tし
2.0%P:,0         、

   、
The WHOttUATLD Global Praecton Anl‐ 丁ubercu!osis Drug Resistance Surveillance.
AnI¨Tuberculosis Drug Resistance in the World RepOrt No 4 2008 Geneve.WHOノ HTM/2008.394



病原体サ=ベイランスの効果
分子疫学

・集団感染の有無の判断。集団感染事例間の関連性の確認も可能。

・タイピング情報のデータベースを集積し、患者間の疫学的情報と併せて

分析することにより、感染の地域や集団に対する集積性や地域内の伝
搬状況の詳細を知ることも可能。

・データベースを集積して系統的に解析することにより、疫学的に高病原

性と考えられる菌株の存在を特定することも可能と考えられ、迅速なタ
イピング技術と併用すれば接触者健診範囲の正確な設定など、結核対
策への積極的応用も考えられる。

薬剤耐性

・薬剤耐性の推移を観察することにより、結核対策の適正性を評価可
能。
0新たな耐性結核の流行 (流入)が把握可能。
0耐性結核菌株の解析による診断法・対策等の開発が可能。



日本の結核疫学的特異性

分子疫学的調査の前提として、罹患率や有病率などの疫学的パラメー

ターがある程度以下であることが必要と思われる。結核菌は基本的に多

重感染するため、高蔓延状況下で個人が何度も感染にさらされる環境で

は感染ルートの解明上の有用性が低下すると考えられる。

低蔓延状況下で一対―対応の感染が想定される状況であれば、感染性
の情報も信頼性が高くなり、さらにクラスター形成率等の情報も解釈が容

易となる。

反対に「病原性」について考えるのであれば、ある程度高まん延状況下で、

個別の事例に関する感染要因が希釈された状況での「集団的感染動態」
が結核菌の病原性を反映していると言えるかも知れない。

結核中蔓延状況にある日本は、それらの意味で世界的に大変にユニーク

であり、システムの構築に数年はかかることを考慮すると、今この時点か

ら広域的分子疫学データベースの構築を開始しなければ重要な科学的

知見を失つてしまうであろう。



結核菌病原体サーベイランスの因子

・網羅的病原体 (結核菌)サーベイランスの構築には少なくとも

四つの因子が必要と考えられる。
0「病原体 (結核菌)の分離同定と保存」

。「統一・標準化された解析方法 (精度保証を含む)と実施機関の確保」

。「分子疫学情報と臨床情報のリンク」

・「情報を利用し医学的に介入するシステム (エフェクター)」



病原体サーベイランスシステム

感染症疫学状況の

継続的モニタリング
と評価による永続的
状況改善



病原体 (結核菌)サーベイランスの現状
1。 診断・病原体の分離と保存

日本では結核菌の分離と保存は病院検査室あるいは検査セ
ンターで主に行われている。
・患者管理のためであり、基本的に公衆衛生上の用途ではない。

結核菌は基本的に四種病原体等に分類され、検査室のバイ

オリスク対策が求められ、菌の保管にも管理区域内での施錠
可能な保管庫が必要である。

多剤耐性結核菌 (三種病原体)の所持には施設基準を満たし

た上で厚生労働大臣への届出が必要である。譲渡されない

限り滅菌廃棄される。

結核菌 (分離菌)の生菌としての移動は四種以外容易でな
い 。            .

・三種病原体の移動には公安の許可と適切な運搬体制が必要。
,発送が免許制でないため、梱包の精度も不確定。



病原体 (結核菌)サーベイランスの現状
2.実施方法と施設の確保

分子疫学(遺伝子タイピング、耐性遺伝子等)

・方法の標準化ができていない(事実上JATA-12/-15?)。

0地域を越えた比較、あるいはそのためのデータベースができていない。

・どの程度の「地域的範囲」をユニット(効果的範囲)とすべきかも評価さ

れていない。

薬剤耐性 (薬剤感受性試験 )

0病院あるいは検査センターにおいてデータは日々量産されているが、こ

れを効率的に収集・解析するシステムがない。

遺伝子タイピング、薬剤感受性試験共に精度保証システム

(内部精度管理日外部精度評価口訓練機構)が存在しない。



薬剤感受性検査外部精度評価における基準達成施設率

2004

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

日本結核病学会抗酸菌検査法検討委員会が行つた結核菌薬剤感受性検査外部精
度評価によると、2004年から2011年までの評価において基準 (イソニアジドとリファン
ピシンの感度・特異度が95%以上、ストレプトマイシンとエタンブトールを含む4薬剤の
全てで一致率90%以上)を満足した施設の割合は54.1～ 84.3%であつた。
(年度毎に参加施設数は異なる)

20 40 60 80 100(%)

84.1

84.3



結核菌病原体サーベイランスの現状
3.分子疫学情報と臨床情報のリンク

・感染症法第15条を根拠とすれば「感染症の発生状況、動向

及び原因に関する調査」の基礎的要件として分子疫学調査を

実施することは可能。

・研究として実施されている場合は「疫学研究に関する倫理指

針」を遵守する必要があり、原則的に個人の特定が可能な情

報を収集しようとする場合、事前に対象者からインフォームドロ

コンセントを得る必要がある。

・インフォームドロコンセントを前提とすると、必要な病原体口疫

学情報リンクが得られない場合がありうる。      /



病原体サーベイランスシステムの利益と課題

接触者健診上有用な
感染動態情報の提供

薬剤耐性機構や毒力解析、
新技術開発のための試料・情報提供

タイムリーな薬剤耐性情報

結核対策の

適正性の評価
病原体と臨床情報



病原体 (結核菌)サーベイランスのためのステップ

・多剤耐性結核菌の三種病原体等指定の見直し

。最も重要な解析対象を失わないための基本的条件

・標準的遺伝子タイピング法の設定

・広域での有用性を評価するには、暫定的でも標準的方法が必要

・広域 (自治体を超えた範囲)での遺伝子タイピングデニタの利用

価値の評価

・行政調査としての実施

・研究を前提としない検体・情報収集

・精度保証 (感受性試験口遺伝子タイピング)の必要性

・検査室の精度がわからない状態での病原体サーベイランスは質的に問題



地域サーベイランスのネットワーク化

・階層構造

・情報の集積が容易

・レファレンス経路が明確

・分業化が可能

・組織が硬直化しやすい?

・相互接続構造

・地域間の参照が容易

・バックアップ体制の構築が′
比較的容易

・ネットワニクヘの予算措置
0レファレンス機能つ



丁hank you.

OF TUBERCULOSiS,JAPAN



参考資料2

新規抗結核薬について

平成26年 5月 22日

結核感染症課



○ 新規登録患者数は21′ 283人、うち肺結核培養陽性結核患者で薬剤感受性検査結果
(HR両斉J実施)の報告があつた者は8′347人 (HR両斉J耐1生は60人)。 (平成24年 )

O MDR結 核治療に使用する新薬について、世界では開発が進められているが、現在2
剤が実用段階に近い (デラマニド、ベダキリン)。 国内ではデラマニド (大塚製薬)が
国内数士年ぶりの抗結核薬として、平成26年4月 30日薬事・食品衛生審議会 医薬品第二
部会において承認を可とされたところであり、MDR結核に対する治療成績の向上への貢献
が期待されている。

○ デラマニドが承認された場合は、結核医療の基準の改正の是非について審議予定。

(参考 )
結核医療については、 感染症法第三十七条の二において、「厚生労働省令で定める医療を受けるために必要な
費用の百分の九十五に相当する額を負担することができる。」と規定している。厚生労働省令で定める医療と
は法施行規貝J第二十条の二では、以下のように規定している。

法施行規則第二十条の二 法第三十七条の二第一項に規定する厚生労働省令で定める医療は、結核性疾患に対し
て行う次の各号に掲げる医療(第一号から第四号までに掲げる医療にあつては、厚生労働大臣の定める基準に

よつて行う医療に限る。)とする。
一 化学療法
二 外科的療法
三 骨関節結核の装具療法
四 前三号に掲げる医療に必要なエックス線検査及び結核菌検査
五 第二号及び第三号に掲げる医療に必要な処置その他の治療
六 第二号及び第三号に掲げる医療に必要な病院又は診療所への収容(食事の給与及び寝具設備を除く。)



参考資料 3

結核院内(施設内)感染対策の手引き

平成 26年版

平成 26年 3月

厚生労働省インフルエンザ等新興再興感染症研究事業

「結核の革新的な診断・治療及び対策の強化に関する研究」

研究代表者 加藤誠也

研究協力者 :(五十音順)

阿彦 忠之  山形県健康福祉部 医療政策監 (兼 )山形県衛生研究所 所長
猪狩 英俊  国立病院機構千葉東病院 呼吸器センター センター長
久保 秀一  千葉県長生健康福祉センター センター長 (長生保健所 所長 )
佐々木結花  公益財団法人結核予防会複十字病院 呼吸器センター 診療主幹
佐藤 厚子  公益財団法人結核予防会複十字病院 医療安全管理部 副部長

感染管理認定看護師

露ロ ー成  独立行政法人国立病院機構近畿中央胸部疾患センター
臨床研究センター 感染症研究部長

徳永  修   独立行政法人国立病院機構南京都病院 ′lヽ児科 医長
永田 容子  公益財団法人結核予防会結核研究所 対策支援部保健看護学科 科長
平山 隆則  公益財団法人結核予防会結核研究所 対策支援部医学企画科 科長
藤山 理世  神戸市中央区保健福祉部 兼 神戸市保健所 医務担当部長
吉田 道彦  東京都福祉保健局 医療政策部 医療安全課長
吉山 崇  公益財団法人結核予防会複十字病院 診療主幹
和田 二三  兵庫県立がんセンター 医療安全管理室 感染管理認定看護師



策定にあたって

わが国の近年の結核罹患率は漸減傾向を示しており、2012年は人口10万対16.7になつた。し
かし、高齢者、社会経済的弱者、高まん延国出身者、免疫が低下した者など、結核感染・発病の
ハイリスク者が大きな問題となつている。

医療機関等は高齢者等の結核罹患率が高い人と疾患等のため免疫学的に脆弱な人が集まる
ため、感染が起こりやすい場と考えられる。高齢患者の症状は気づかれないことがあり、また、罹

患率の減少に伴う結核に対する関心の低下による診断の遅れ等が施設内感染の背景になって
いる。

厚生労働省結核感染症課から公表された結核集団感染報告によると、感染性が高い塗抹陽性
患者は徐々に減少しているにも関わらず、集団感染は減少しておらず、特に20H年には医療施
設等での事例が著しく増加した。このため、厚生労働省インフルエンザ等新興再興感染症研究事

業「結核の革新的な診断・治療及び対策の強化に関する研究」(研究代表者 加藤誠也)において、

本手引きを策定することになつた。

わが国における最初の院内感染報告は1965年の新生児を巻き込んだ事例であつたが、その後、

院内感染対策に関する多くの報告と検討が行われ、対策が確立されていった。1999年に「結核緊
急事態宣言」が発せられたのを受けて、厚生科学研究新興再興感染症研究事業の一環として「積
極的結核疫学調査緊急研究班J(班長:森亨)が設置され、その成果のひとつとして「結核院内感

染予防の手引き」が策定された。この手引きは医療機関、高齢者施設さらに矯正施設での結核感

染対策の基本的な事項がわかりやすくまとめられ、それぞれの現場で活用された。
以来10年以上が経過し、この間、結核予防法が感染症法に統合されるなど法令口制度の改正
があつたのに加えて、菌検査や感染診断に関わる技術的な進歩があつた。しかし、院内感染対策
に求められる基本的な事項に大きな違いはないと考えられることから、この「手引き」を参考に、結
核対策の専門家及び病院の感染制御の専門家の協力を得て、本篇の原案を策定し、関係機関・

関係団体の意見をいただき修正した。

貴重な意見をお寄せいただいた、国公立大学附属病院感染対策協議会、私立医科大学病院
感染対策協議会、厚生労働省結核感染症課、厚生労働省精神・障害保健課、厚生労働省高齢者
支援課、法務省矯正局矯正医療管理官室に深謝を申し上げる。

本手引きが有効に活用され、わが国の院内感染の減少に役立てられることを祈念している。

平成26年3月

厚生労働省インフルエンザ等新興再興感染症研究事業
「結核の革新的な診断・治療及び対策の強化に関する研究」

研究代表者 加藤誠也
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第1部 結核の感染・発病と院内感染の現状

1.結核の感染・発病

(1)結核の感染    ´

・ 結核の感染は、結核菌を排菌する患者からの咳などで飛散し、空中に浮遊する結核菌を含

んだ感染性飛沫 (飛沫核)を別の人が吸入することにより起こる。一般的には、喀痰の結核

菌塗抹検査で陽性の肺結核、咽頭口喉頭結核、気管・気管支結核の患者が感染源となる。特

に、喀痰塗抹陽性で咳が激しい場合は感染性が高いつ。しかし、有効な化学療法を開始すれ

ば、喀痰の中の結核菌量は急速に減少し、咳の回数が減り、その激しさも緩和されるので、

感染性は急速に低下する。

・ 結核の感染が問題になるのは主に結核に感染を受けていない人である。BCG接種を受けて

ツベルクリン反応検査 (以下、「ツ反」)が陽性の反応を示していても、結核菌に未感染であれ

ば感染を受ける。既感染者が再度感染を受けてもそれによる発病はこれまでは問題になら

ないとされてきた。しかし、IIIIv感染をはじめとする免疫能に影響を与える合併症のある患者

や体力の低下した高齢者など細胞性免疫の減弱した人については、そのような「外来性再感

染発病」が起こりうることが分子疫学研究によって明らかになつており、十分な注意が必要で

ある
2)。

(2)結核の発病

・ 結核に感染した者のうち、BCG未接種者においては、その後生涯を通して約10%が感染性

の結核を発病するといわれているが、より軽症の結核も含めれば発病率は30%程度になる

と考えられている
⊃。しかし、BcG既接種者の場合には発病率はこれよりも低くなる。。

・ BCG未接種者が感染した場合には、2か月くらいでツ反、あるいはインターフェロンγ遊離試

験(InterferOn galnma release assay、 以下 IGRA)が陽転し、発病する場合には、この頃から肺

門リンパ節結核、胸膜炎、粟粒結核など、様々な結核の病態が発生する。BCG既接種者で

は発病はやや遅れ、感染後4～ 5か月以降となることが多い。このようにして発病は初感染5

～12か月が多く、続く1年くらいはこの期間に次いで高い発病率を示すう。

表1.結核の感染と発病のポイント

結核の感染は空気感染(飛沫核感染ともいう)

咳の激しい喀痰塗抹検査陽性患者では特に注意

結核に感染した者の中でBCG未接種者の場合、発病頻度は約10%
BCG既接種者が感染した場合、発病は5か月以降が多い。



2.結核院内感染の現状と要因

2012年にわが国において発生した2万人を越える新規結核患者の中で、約40%が塗抹検査

陽性、約25%が塗抹検査陰性で培養または核酸増幅法検査で陽性の肺結核患者であり、こ

れら菌陽性患者 (以下、喀痰の結核菌塗抹、培養、または核酸増幅法検査で陽性を「菌陽性」

とする。)の58%は咳などを訴えて医療機関を受診して発見された。その中の約4分の1は医

療機関を初めて受診してから診断されるまでに1か月以上かかっている
5)。 このように日本で

は多くの診断のついていない菌陽性結核患者が医療機関を受診しており、ここに結核の院

内感染対策が必要となる理由がある。他に、医療施設ではもともと免疫抑制状態の患者が

多いこと、剖検や咳を誘発する処置、結核菌検査のような業務があることなども、問題の基

礎として存在している。①

わが国で最初に報告された院内集団感染は、1965年に発生した東京の某産院での事例であ

るが、その後1980年代に入ってから発生が増加し、2000年以降も年によって多少の増減が

あるが持続しているつ。結核がまん延していた時代よりも、罹患率が低下してから医療機関で

の結核集団感染が増加するのは表2のような理由によると考えられる
6)。

表2.わが国における結核院内感染増加の要因
・ 高齢者を中心に入院後に塗株陽性と診断される例が多くみられる。
。 若い医療従事者の大半が結核未感染である。
・ 結核に対する関心の低下から、発見が遅れる場合がある。(患者の受診の遅れと医
師の診断の遅れ)
。 施設の構造や設備は密開された空間が多くなり、感染防止対策の観点から適してい

ない場合がある。
・ 気管支鏡検査、気管内挿管や気管切開、ネブライザー、痰の吸引、胃管の挿入など

咳を誘発する処置が増加した。

また、高齢者施設などで、十分な一般医療面の健康管理が得られない場合の施設内感染が

しばしば問題になっている。

医療機関の職員別に比較検討した成績をみると、看護職員の場合、罹患率の相対危険度は

一般女性に比し3‐4倍程度であつたり。年齢別にみると、若い人ほどこの相対危険度が高かっ

た。また結核菌を取り扱う臨床検査技師では看護師よりさらに高い相対危険度であると推定

される
9)。

なお、「院内感染」が集団的な感染・患者発生と理解されることがあるが、散発的な感染・発

病のケースが院内感染の大半を占めることに留意する必要がある。



第2部 医療機関等における結核予防対策の基本的考え方

1.医療機関等における結核予防対策の基本的な要素

医療機関は、結核患者を含め様々な病気の患者や、医療上や社会的な背景を持つ人々が

集まるところであり、結核が空気感染という感染経路であることから、院内感染対策は多角

的・総合的に実施していく必要がある。基本的な対策としては、結核菌の①除去、②密度の

低下、③吸入防止の3点が重要であるが、さらに感染を受けた人の④発病予防と⑤早期発

見を加えて万全を期すべきである(表 3)10)。

表3.結核院内感染対策の基本的な5要素

結核菌の除去…早期発見、一般患者等との分離、化学療法

結核菌の密度の低下…換気、採痰時の注意、紫外線照射、患者のサージカルマ

スク着用

吸入結核菌量の減少…職員のマスク(N95型マスク)

発病の予防…BCG接種 (乳幼児等)、 潜在性結核感染症治療

発病の早期発見…定期健診、有症状時の早期受診

結核の院内感染対策は、広い範囲、多くの項目にわたる総合的な対策なので、まず全体像

を理解し組織的に行う必要がある。感染のリスクは同じ病院内でも職種はもとより病棟や区

域によって大きく異なる。これらは病院や診療所によつて異なる可能性があるので、それぞれ

の医療機関での検討が必要である。

本手引きにおいて対象とする医療機関 (施設)の範囲は極めて多岐にわたるため、上記5要

素を東ねる横断的な課題である院内感染対策委員会などの組織・研修・マニュアルの作成な

どの組織的対応について記載し、次いで、患者の早期発見についての課題、患者発生時の

対応、職員の定期の健康管理、構造設備や環境面での対策、職員のN95型マスクなどの具

体的な対策を盛り込んだ。各々の医療機関 (施設)の実状に応じて、必要な部分を参考にし

ていただきたい。また総合的な対策としては、まとめである表13を参照されたい。

2.院内感染対策委員会/感染対策チーム

(1)院内感染対策委員会等における結核対策

・ 医療施設では感染対策の体制として感染対策委員会(InfediOn contЮ l Commiiec ICC)と感
染対策チーム(InfeC● On control Team:ICT)の 設置が求められており、結核の院内感染対策

に関しても、対策を立案し、各部署での実施を指導口監督し、実施状況の評価を行う
1り
。診療

所においては各々の実状に応じた組織的な対策実施体制の整備を検討する。



ICCにおいては、結核の感染対策の責任者を決め、呼吸器疾患を専門とする医師を加えるこ

とが望ましい。

保健所との連携もICTの役割である。保健所の担当部署の電話番号などの連絡方法も予め

確認しておく。

表4.感染対策委員会/感染対策チームの役割
・院内感染リスクの評価
・院内感染対策指針及びマニュアルの作成、運用
・職員教育
・構造設備と環境面の対策の立案、実施
口院内感染対策の総合評価
・その他

(2)サーベイランス及び院内感染リスクの評価

口 わが国では、どの病院にも結核患者が受診する可能性があり、結核病床を有しない―般医

療機関でも、外来や病棟で結核患者が診断されることがある。

・ 医療機関内で結核患者が発生した場合には直ちにICTに報告する体制を確立しておくこと

が必要である。この場合、単に主治医からの連絡のみならず、塗抹・培養・核酸増幅法検査

の結果が判明し次第、細菌検査室などから迅速に主治医及びICTに連絡されるような体制

を構築することも重要である。

・ ICTは発生報告をもとに医療機関の結核感染リスクの評価を行う。前年1年間に病院内で発

生し、または診断された塗株陽性 (又は培養 0核酸増幅法での陽性)結核患者数の集計を定

期的に行う(これには受診中の患者および職員のいずれも含む)。 そしてこれらの患者の診

断までの過程の分析を行う。情報源としては、細菌検査室の菌情報および、転院した患者に

ついての他院もしくは保健所から入手した情報を加える。さらに、これらの患者について、症

例ごとに初診から診断までの受診回数、日数などを調査し、症例報告を作成しておくことは、

院内感染対策の上で極めて大切である。なお、非結核性抗酸菌症であることが判明した者

は対象から除外するが、結核と非結核性抗酸菌症との合併がありうることにも注意を要す

る。

表5.院内感染リスクの評価ポイント
・前年1年間に診断された結核患者数 (結核菌陽性、職員を含む)
・診断された結核患者の初診から診断までの過程の分析(受診回数、日数等)

(3)院内感染対策指針及びマニュアルの作成・運用

・ 本手引き等を参考にされて、各医療機関の具体的状況に即した「院内感染対策マニュアル」

を策定することは極めて重要であり、ICTの重要な役割である。ICTにおいては、その指針及

びマニュアルの運用の指導・監督も忘れてはならない役割である。

・ 職員の健康診断やIGRAの成績を分析して対策の最終的評価を行い、必要があれば改善を
勧告することも、ICC/1CTの役割である。



表6.院内における対策のポイント
,外来、病棟における結核疑い例の選別 (画像診断、菌検査)
・ 医療機関の実状に応じた優先診療の検討
。結核と診断された者又は疑いのある者への対応 (サージカルマスクの着
用、一般患者との隔離など)
・ 他疾患で入院中の者で結核合併が発見された場合の対応 (届出、隔離、

転院、接触者健診など)
・ 細菌検査室、気管支鏡検査室、病理解剖室等での注意
。その他

(4)職員教育

口 最近では、結核に関する十分な知識を有しないままに医療機関に勤務する職員もいることか

ら、ICCのメンバーだけではなく、結核医療に関わつている医師口看護師や外来等で患者に接

する機会のある事務職員、さらに、非正規職員、委託業者、ボランティア、学生も含め、結核

に関する教育を行うことは、ICTの重要な役割である。

表7.結核に関する職員教育のポイント
。結核の疫学と基本的予防方法
。結核感染の起こり方 (空気感染、治療により排菌が止まつ

た服薬中の患者からは感染しないこと)
。感染源としての危険度の大小
・ 感染と発病 (発病までの期間、発病率、LTBI治療)
。検査法とその結果の解釈 (ツ反/1GRA、 結核菌検査等)
・ 感染防止方法 (マスクの意義)
・ BCG接種の発病防止効果と限界
・ 感染防止マスクo95型マスク)の着用訓練
・ 差別・偏見の排除

3.患者の早期発見

・ 結核院内感染の中には、入院又は外来受診中の患者の結核発病の診断が遅れたことによ
り発生口拡大したものが少なくない。したがって、患者の結核の早期発見は、院内感染対策の

最も基本的かつ有効な方策である。

・ 第一に、咳や痰が2週間以上続くような場合には、まず患者のサージカルマスク着用を確認
したうえで、胸部X線検査及び結核菌検査 (3日 間連続検痰が望ましい)を確実に実施するこ

とが重要である。さらに医療機関の実状に応じて、結核患者が受診する可能性がある救急を

含めて外来での一時的な隔離や優先診察制度の導入の可能性についても検討することが

望ましい。

・ 第二に、院内感染において、感染源となる患者の大部分は菌陽性の入院患者であることか
ら、どの診療科においても、「咳が続いている患者に対しては胸部X線検査や喀痰の結核菌

検査を実施すること」を定着させていくことが極めて重要である。その一方、咳があつても主



訴とはならず、発熱を主訴として入院し検査したら胸部X線検査で異常影が発見され、結核

が原因であつた、という例も多い。発熱を有して入院している者については、胸部X線検査を

行うことが必要である。また、結核の発生が特に多い地域においては、全ての入院予定患者

に胸部X線検査を行うことを考慮してよい。

第二に、結核の既往のある者、胸部X線検査で既往所見が認められる者、免疫抑制状態に

ある患者 (例えば、生物学的製剤口副腎皮質ホルモン剤・抗癌剤・その他の免疫抑制剤など

の投与を受けている患者、あるいはHIV/AIDS患者、腎不全または血液透析中の患者、コン

トロール不良な糖尿病の患者など)や結核発病のリスクが高いとされる者りを把握し、発病し

ている可能性を念頭に、咳や痰のみならず、発熱、体重減少、全身倦怠など一般状態にも十

分に注意しながら、診療・看護口介護に当たる必要がある。

第四に胸部X線検査で結核を除外することは難しい。肺炎所見のある入院患者については、

3日間連続の喀痰結核菌検査を行うことが必要である。肺炎として治療しても経過が思わしく

ない場合、画像上結核の可能性を示唆する所見がある場合は、喀痰の塗抹・培養検査を再

度行い、核酸増幅法を併用する。喀痰を容易に出せない場合はネブライザーを用いて誘発を

試み、それでも出ない場合には胃液検査を併用し、良質の検体を検査に提出する。また、喉

頭・気管口気管支結核では、必ずしも胸部X線検査に所見がないことがあるので、2週間以上

咳口痰が持続するなど、これらを疑う所見がある場合は、胸部X線検査の所見に関わらず、結

核菌検査を行う。

第五に、検査室又は検査外注先からの菌陽性検査結果を直ちに主治医に報告するシステム

を各医療機関で定め、治療や対応が迅速に開始される体制を整えておくことが重要である。

また、非常勤医師が診察した患者や主治医が不在の間に検査結果が得られた場合にも対応

できる体制を定めておく必要がある。また一般医療機関では,塗抹陽性結核と診断された患

者を結核専門医療機関へ転送した後も念のため培養を続け、転送先の医療機関では培養が

得られなかった場合でも薬剤感受性などの検査が必要になった場合に応えられるようにして

おくことが重要である。

なお、免疫抑制状態で結核既感染と考えられる患者にはイソニアジド(以下、INH)等による

潜在性結核感染症o江ent tubercuttsb infecJon:LTBI)治療の検討が必要となるが、その際に

は既に活動性の結核が発病していないことを十分に確認することも重要である。

表8.患者の早期発見のポイント

結核発病の危険因子の把握

結核発病の危険因子を有する患者については結核を念頭においての

検査を実施 (特に喀痰塗抹検査)

咳・痰が続く(2週間以上)患者等には、結核菌検査を実施

咳・痰の明らかでない結核発病患者があることにも注意

医療機関の実状に応じて、優先診察体制を検討



4.患者発生時の対応

(1)基本的流れ

・ 医療機関で診療中の患者が結核に罹患していることが明らかになつた場合には、表9のよう

な措置をとる必要がある。治療は排菌量を減少させるので、診断がつき次第開始する。治療

に不慣れな場合には専門機関に相談する。患者発生時には感染症法第 12条の規定に基づ

いて肺結核、肺外結核に関わらず、最寄りの保健所に直ちに届け出る必要があり、接触者ヘ

の対応 (接触者健診を含む)について保健所と緊密な連携をとる。

表9.患者発生時の対応のポイント

本人、家族への説明。患者には必要に応じてサージカルマスクの着用。

診断がつき次第、治療を開始する。

院内感染対策委員会に報告する。

患者の排菌状況を踏まえて、入院先を決定する。

発生届けを保健所に直ちに提出し、接触者健診について保健所と協議する。

職員、他の患者への感染の可能性及び院内の感染源について検討する。

接触者健診を実施し、必要に応じてその後1～ 2年間程度の経過観察を行う。(初発
患者と接触のあつた他の患者や退院後の患者、退職した職員、若年者など、発病リ
スクの大きい患者などについては、保健所と連携し、経過観察を確実に行う。)

・ 図1に入院患者から結核菌陽性患者 (喀痰の塗抹、培養、または核酸増幅法検査で陽性)が

発生した場合の対応策の流れを提示したのでt参考にされたい。

(2)患者の転院の要否

・ 喀痰の結核菌塗抹検査で陽性の患者は、原則として結核病床に入院することとなる。しかし、

他に重篤な疾患を持つている患者の場合には移送・転院が困難なこともあり、このような緊急

その他やむを得ない理由の場合には他への感染に配慮しつつ、もとの病院に留めることもあ

り得る。この場合には患者発生届けを提出することはもちろん、その事情について所管の保

健所に報告・協議しなければならない。

・ なお、このような結核病床以外の病床における入院治療に際しても、保健所は緊急その他や

むを得ない理由による入院勧告を行うことができる。この場合、感染症法第42条 (緊急時の

医療に係る特例)の規定により、同37条による場合と同様の公費負担の対象となることがあ

るので保健所と相談する。

(3)職員などの接触者健診
υ)

・ 職員などへの接触者健診をはじめとする事後措置の要否、範囲、方法、時期の決定は、所

轄の保健所と病院側との協議のもとで感染のリスクの大きさ等に応じて決められる。

口 初発患者が喀痰検査で塗抹陽性またはそれに相当する感染性を有すると判断された場合に

は、その接触者に対してIGRAを実施し、感染と診断された場合には活動性結核を除外した
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上で、LTBI治療を勧める。なおこのIGRAは初発患者との最終接触後概ね2～3か月後に行う

ものとする。ただし初発患者への曝露が2か月以上にわたるような場合には、診断直後及び

その2か月後にも検査を行う必要がある。

保健所は感染症法第17条に基づき、都道府県知事 (実際は委任を受けている保健所長)か

らの勧告によつて接触者健診を実施するが、医療機関は「院内感染対策」の観点から、医療

法等に基づき、主体的に原因調査や感染拡大防止 (健診を含む)に取り組む必要があること

から、自らの責任で職員等の接触者健診を実施する方法もある。この場合、保健所は医療機

関が実施した健診結果について同法第15条に基づいて調査できる。調査の結果、健診が不

十分であると判断した場合には,さらなる健診の実施を要請するか,あるいは同法第17条に

基づき保健所が健診を実施する
り)。

IGRAによるベースライン値を持たない者には、初発患者の感染性期間 (他人に感染させる

可能性のある期間)における接触期間が2週間以内の場合は初発患者の診断直後のIGRA

をベースラインの代用にできる。

当初設定した健診対象者中に感染の可能性が高い者が多い場合には、健診の対象範囲を

拡大する。また、患者との最終接触の2～ 3か月後に実施したIGRAの陽性率が非常に高く、

結核感染率が極めて高いと判断された場合には、IGRAの再検査を最終接触の6か月後に

も実施することが望ましい。

IGRAはBCG接種の影響を受けないことから感染の有無の判定の精度はツ反に比較して高

いと考えられるが、感度は80‐90%とされていることから偽陰性が生ずる可能性があり、「感染

あり」と判定されない者でも後に発病する場合もあることを対象者に十分理解させる必要が

ある。

同時に、IGRAで陰性であった者以外は年齢にかかわらず胸部X線撮影を行う。ただし、既に

発病者が認められている場合や感染者が極めて多い場合にはlGRAの結果に関わらず、胸

部X線検査を実施してもよい。定期の検査の時期及び感染から発病までの期間を勘案して検

査の時期と実施間隔を決める。

接触者健診の詳細については「結核の接触者健康診断の手引き(改訂第5版 )」を参照する。

(「結核の接触者健康診断の手引き(改訂第5版 )」は結核予防会結核研究所のホームペー

ジQ蜘型塑型重塑壁動のに掲載されています)

■
■



図1.入院患者から結核菌陽性患者が発生した場合の対応策の流れ

結核患者発生

対応方針決定に時間がかかる

場合は個室*に転室

LL
院内感染対策委員会に報告

(咳などの症状出現時期、排菌状況等)

診断がついたら直ちに治療を開始・・l

(直ちに)

保健所に発生届

―感染症法第12条―

||

保健所と対応方針協議

(患者の症状等でやむを得ない場合) (一般的な場合)

感染対策

・患者・家族への指導

・職員へ方針の伝達

接触者健康診断

・IGRA(ツ反)
・胸撤 線検査

(時期、範囲)

*:独立した換気系統を持つ陰圧病室が望ましい

**:治療に不慣れな場合は専門機関に相談
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5.職員の健康管理

(1)採用時のIGRA

・ 新規採用職員に対して、採用時点(ベースライン)の結核感染歴の有無を把握するために

IGRAの実施が推奨されている。IGRAの結果が陽性であつた者で、2年以内に感染した可能

性が高いと考えられる場合にはL]BIとして治療を行う
1り
。なお、治療方法については、「潜在

性結核感染症治療指針」(日本結核病学会予防委員会・治療委員会)りを参照する。

・ 既に勤務している職員に対してもIGRAを実施してベースラインの検査結果を記録しておくと、

結核院内感染が疑われる事例が発生した場合に新たな感染の有無を判断する際に極めて

有用な情報となる
H)。

(2)採用時のBCG接種

・ わが国ではBCG接種が広く行われており、BCG接種歴がある者に対して再接種を行うこと

の有効性は疑間視されている
131。

・ BCG接種歴がなく、IGRAが陰性の場合には、当該医療機関等における結核感染のリスクの

程度、さらに患者発生時に医療機関等として定めている対策の内容などに基づいてBCG接

種の検討を行う。具体的には、感染対策が行われているにもかかわらず結核感染が起こっ

ている職場 (結核病床を有する病棟など)では、BCG接種歴を聴取し、BCG機種を考慮すべ

きである
11)。

口 BCG接種に関して重要なことは、接種の予防効果は万全ではなく、効果の持続期間は 10‐ 15

年程度とされていることである
И)。 接種をしていても、感染防止の措置や患者発生時の対応

が少しでもおろそかになるようなことがあつてはならない。

(3)定期健康診断と日常の健康管理

・ 医療従事者は感染症法第53条の2に基づく定期健康診断の受診が義務付けられている。従

つて、職員には職種を問わず定期健康診断を確実に受診させる。職員の健診受診の確保、

及びその結果の確認については、院内感染対策委員会が指導と監督を行うべきである。特

に「要精検」と判定された者が精検を受診し、その結果結核として感染性がないことを確認す

ることは重要である。

・ 年1回の健康診断だけで全ての結核が早期に発見されることはないので、職員は日常の健

康管理に留意し、特に結核を疑わせる症状のある者は、医療従事者として患者等に感染を

拡大させる危険性の高いといった意味での高危険群(デインジャーグループ)であるとの自覚

のもと、早期に診察・検査を受けることが重要である。

(4)定期のlGRA検査

結核病棟勤務者など恒常的に結核菌感染の高い環境で勤務しているベースラインIGRA陰性

の者については、定期的にIGRA検査を行い、陽転した場合は、LTBI治療を考慮する。ただし、
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QFTにおける「陽転」の基準に関しては、表10のように諸説がある。

表 10 QFTにおける陽転の基準案

基準 著者 年 文献

0.35未満から0.7以上 Pai bll et al.
ξ
Ｊ

0.20未満から0.50超 Pai bll et al. 16)

0.20未満から0.70以上 Schablon A ct al 2010 17)

0.20未満から0.70以上 Ringhaり sen FC et al 2011

(5)職員の感染防止

・ 結核未感染の職員が感染性の飛沫核を吸入しないようにするための個人予防的な手段は

N95型マスク(「N95型レスピレーター」ともいう)と呼ばれるマスクを使用することである。治療

開始後間もない排菌患者の診療・看護にあたる場合はもとより、結核が疑われる患者の気管

支鏡検査や採痰指導、喀痰誘発や吸引等の処置を行うときもこのマスクを着用すべきである。

見舞客など患者の面会者についても同様である。(患者が着用するマスクは飛沫の飛散の

防止が目的であるので、サージカルマスクが適当である)

・ 職員のN95型マスクの着用については、使用上の注意を連守し、定期的にフィットテストを行
い、着用ごとにユーザーシールチェック※を行つて適正に着用されていることを確認すること

が重要である。但し、このマスクを着用してさえいれば確実に安全ということではないことも十

分に認識しておく必要がある。

※ユーザーシールチェック:N95型マスクが適正に装着されているかを確認するために、両手

でマスクを完全に覆うようにして、息を吸つたり吐いたりする。鼻の周りから息が漏れているよ

うなら、両手で鼻の金具を調整する。マスクの周りから息が漏れているようであれば、頭側部

に沿つてゴムひもを調整する。いずれの場合も調整後に改めてユーザーシールチェックをし

て、息が漏れなくなつたことを確認する。

・ なお、N95型マスクはフィットテストを実施し適正な着用を確認した上で長時間装着していると、

呼吸が苦しくなる。従つて、菌陽性の患者の部屋に入るとき、結核の可能性のある患者の気

管支鏡検査の場合等、必要な時にのみ着用する。

表11.職員の健康管理のポイント

採用時にはIGRAを実施し、ベースラインデータとして記録する。
BCG未接種でlGRA陰性者に対するBCG接種の要否について検討をする(感染
リスクが特に大きい場合)

定期健康診断の確実な受診

普段の健康管理 (特に長引く咳に注意 )

必要な場合にN95型マスクの着用

18)
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6.構造設備と環境面での対策

(1)感染性結核患者の収容区域について一空気感染隔離区域の設定

口 結核病床等の感染性結核患者の収容区域が「結核病棟」として建築上独立していない場合

には、他の区域からドア等で遮断され、この区域の空気が他の区域に流出することのないよ

うにしなければならない。

口 空調はこの区域専用の独立した方式にして、新鮮な外気若しくはHEPAフィルターを介して清

浄にした空気で十分な換気(1時間に12回の交換)を行うことが重要である
り)。 この区域は、

その他の区域に対して陰圧化が望ましく、差圧計や煙管法などでモニターする必要がある。

ⅢPAフィルター等の維持・管理にも十分な配慮が求められる。

・ 病室等の構造及び設備については、厚生省保健医療局長通知 (平成4年 12月 10日 、健医発
第1415号,平成19年3月 29日健発第0329011号改正)月1添「結核患者収容モデル事業実施要

領」に示された基準に準じた配慮をすることが望まれる。

(2)結核患者を収容しない病院における病室

口 結核患者を収容する病院(結核病床、モデル病床)以外の病院においても、発生した結核患

者が転院するまでの一時的な対応や状態が重篤であるために転院できない場合を考慮して、

空気感染隔離病室を設置することが望ましい。

(3)結核患者を収容しない病院の検査区域

口 結核患者の収容を行わない病院であつても、気管支鏡検査、採痰、喀痰吸引や吸入などを

行う部屋や区域については上記と同様の配慮をすることが望まれる。特に外来での採痰の

ためには、そのための個室 (採痰室)を設けることが望ましいが、場合によっては簡便な探痰

ブースの利用なども効果的である。

(4)紫外線照射について

・ 紫外線照射は基本的には結核菌の殺菌に有効である。しかし、その殺菌効果は照射してい
る部分に限られており、種々の要因の影響を受けやすいので、換気や部屋の陰圧化に代わ

るものではなく、あくまで補助的な手段とされている。患者や職員の目や皮膚に対する健康

被害の予防に十分注意し、かつ正しい維持管理の下に使用することが勧められる。

(5)患者の移動について

・ 結核病床を有する施設では、結核患者と他の患者の動線ができるだけ交差することがない

ように、また、エレベーターを同時に使用することがないような使用方法について、配慮する

ことが望まれる。
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表12.構造設備、環境面での対策のポイント

・ 感染性結核患者の収容区域の空気が他の区域に流出しないように
・ 換気は十分に(12回/時間)
。 気管支鏡検査、採痰等を行う部屋も空気の流出に注意が必要
。 紫外線照射装置は基本的には有効だが、補助的手段である
。 設備の維持口管理を確実に実施する。

7.器物の消毒

汚染された可能性のある診療器具等の感染防止上の扱いは以下のように行う。
・ 結核菌であるために特別な消毒法を必要とするわけではない。
・ 他の患者の無菌の体内部位に直接接触する器具 (手術器具など)には滅菌操作を行う。患

者の粘膜に接触する器具 (気管支鏡、喉頭鏡、挿管チューブなど)は、セミクリティカル器具

(Semi―Crittal hstl■ lments)に分類されているので、湿式低温殺菌法、化学消毒、または加熱

による「高レベル消毒」つで処理する必要がある。(*:spauldingの 処理分類による
2o)

・ 患者の健常皮膚に触れるだけの器物 (リネン、電話器等)や部屋の壁などについては 通常

の洗浄・清拭のみでよい。結核患者が用いた食器についても同様である。

8.感染性患者の搬送にかかる感染防止

口 感染性の結核及びその疑いのある患者の自動車等による搬送に関しては、原則としてこれ
らの患者が結核病床に収容されている場合と同様の感染防止上の配慮が必要である。これ

らの業務に携わる職員についても同様の病院職員に準ずる健康管理が必要である。

・ 搬送に用いた自動車等の内部、器具等の扱いについては上記フの記載に準ずる。

表13.医療機関等における基本的な結核予防対策のまとめ
・ 感染対策委員会(ICC)及び感染対策チーム(lCTソこよる組織的対応
・ 院内感染リスクの評価 (過去1年間の結核患者診断数、初診から診断まで
の分析)
・ 院内感染対策指針/マニュアルの作成・運用
。結核の予防、感染対策、診断、治療等についての職員教育
。医療機関等の実状に応じた優先診療の方法の検討
・ 施設の構造・設備の整備・維持管理 (結核患者を収容できる個室の確保、

陰圧・HEPAフィルターの維持・管理等)
。必要な場合にN95型マスクの着用
。職員の定期健康診断受診の励行
。患者発生時に保健所と連携した接触者健康診断の実施
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第3部 医療機関等における予防対策の実際

1.結核病床を有しない一般医療機関での具体的対応

ここでは診断のついていない、あるいは治療されていない結核患者からの感染を防止すること

が最大の課題である。診療科や区域に応じて、以下のような体制の整備が重要である。

(1)一般外来

・ 結核 (その他の空気感染を起こす疾患も同様)やその疑いのある患者が診療を受ける部屋

は陰圧独立換気にするなど、他者への菌暴露を防止できる構造 0設備を有することが望ま

しい。診察後には十分な換気を行うなどの注意も必要である。

・ 結核が疑われる患者の選別と他の一般患者と区別した対応が重要である。医師の診察に先

立つ段階で、結核の疑いで紹介されてきた患者はもとより、激しい咳をしている患者、2週間

以上にわたって咳が続くような患者がいる場合には、患者の申し出および担当の看護師等

の判断により、患者にはサージカルマスクをさせるか、咳をする時にはハンカチやティッシュ

で口元を覆うよう指導する(咳エチケット)。 また、その患者を一般の待合区域から感染対策

のなされた特定の区域に隔離し、診療も優先的に速やかに行うような体制を実施することが

望ましい。

・ また、結核患者及び疑い患者の情報を関係する医療スタッフと共有することが感染防止対策

に重要である。

・ 感染源として特に危険性が大きい患者には、転院や入院の指示などをする場合にも、そのこ

とを明確に記載し、関係者の注意を喚起する。

・ 外来で結核患者が診断された場合の対応方法について、①移送・搬送の基準と具体的手順、

②患者への診療や処遇内容、③保健所への届け出、等について各医療機関が策定するマ

ニュアルに明確かつ具体的に記載しておくことが重要である。

(2)一般病床

・ 患者発生に際しての全般的な対応については、第2部に記載したとおりである。ここでは入院

患者の一時的な収容等について補足する。

・ 結核と診断された患者、あるいは結核が疑われる患者は、直ちに一般患者と別の病室に収

容した上で、感染性に関する評価 (喀痰塗抹検査を中心に)を行う。菌陽性患者が収容され

ていた病室は可能な限りの換気を行う。部屋の器物 (例 :床頭台、電話など)は通常の清拭で

よい。

・ 結核患者は結核病床に移送することが原則であるが、患者の症状が重篤な場合等の止むを

得ない場合を想定して、独立した換気系統をもつ陰圧の病室を持つことが望ましく、廊下との

間の前室、病室内に専用のトイレ、洗面台を備えたものであればさらに良い。このような病室

には結核に限らず空気感染する疾患の患者の収容が可能となる。このような病室がない場

合には通常の個室へ収容するが、その時間はできるだけ短時間に留めるべきである。
17



(3)高齢者、結核易発病者の多い病棟

口 高齢者は結核既感染であることが多いことから、入院中に結核を発病することも当然ある。

また、HⅣ、臓器移植、血液透析や生物学的製剤・抗癌剤・副腎皮質ホルモン剤などの免疫

抑制作用がある薬剤を投与した場合には結核の発病リスクが高くなる。このような患者の診

療にあたつては、結核発病の可能性について十分配意しておくことが必要である。このため

患者には入院時に胸部X線検査を行い、何らかの異常所見があれば、早朝痰を含む3日連

続の喀痰結核菌塗抹・培養検査・核酸増幅法など菌を検出する検査を実施する。

・ 原疾患のために結核の専門医療機関へ転院することが難しいこともあるが、このため、一般

医療機関においても、このような患者を一時的に収容するための病室を備えることが望まれ

る。なお、このような緊急その他やむを得ない理由があるときに、感染性の患者を結核病床

以外の病床へ入院させる場合も、法第19条に基づく入院勧告の対象となり、医療費は法第

42条の規定により法第37条による場合と同様の公費負担が認められることがあるので保健

所と相談する。

(4)小児科関連施設での対応

・ BCG未接種の新生児や乳幼児、副腎皮質ホルモン剤使用等の免疫抑制状態の患者などが

多い小児科関連施設では、患者に感染が起これば早期に粟粒結核や結核性髄膜炎などの

重篤な病型の結核の発病リスクが大きいことに鑑みて、特に慎重かつ迅速な対応が必要で

ある。

(5)内視鏡検査・呼吸管理等の実施区域

口 気管支鏡検査や気管内挿管を実施する場合や人工呼吸装置を用いる場合においては、患

者が結核に罹患している可能性も想定しておくことが重要である。

・ 上記のような部屋・区域では、操作により咳が誘発されて結核の感染性飛沫が生じる危険性
が大きいため、確定診断の前で結核の可能性を否定できない患者の検査口処置に従事する

職員はN95型マスクを着用する。特に、気管支鏡検査室は独立した空調を持つか、もしくは

HEPAフィルターを設置することが重要である。

・ 結核の患者が気管内挿管されている場合の喀痰の吸引においては閉鎖式システムを用いる
必要がある。(結核の可能性がある患者の場合にもこれを用いることが望ましい。)

(6)細菌検査室

口 細菌検査室では、結核菌を含む検査材料の磨砕や振とう、ピペット操作、白金耳の直火滅菌
などに際して発生する飛沫で菌が飛散するおそれがあるので、これらの操作は安全キャビネ

ット内で行うことが重要である。

口 細菌検査室は独立空調で、可能であれば前室を備えた陰圧室とし、空気が一定の方向に流
れるように換気し、排出前にIIEPAフィルターを通すなどの施設整備が望まれる。
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(7)採痰室

・ 外来で結核菌検査のために痰を提出させるためには、採痰室 (専用の個室を準備できなけ
ればブース)を用いる。

・ 採痰室は、独立の空調口換気系統や殺菌灯を設けること等により、結核以外の患者が使用し
ても感染を受けることのないよう、また採痰室の空気が外の区域を汚染することのないように

設計、運用されることが重要である。

(8)病理検査室 (剖検室)

・ 病理解剖室は、医療機関の中でも結核感染のリスクが高い区域の一つである。生前に結核

の診断のついていない遺体を無防備で扱うことが多いからである。したがって以下のような

体制を整備しておくことが重要である。

表14.病理検査室における留意事項
。 N95型マスクを着用する
。空調の気流は解剖台の上から下へ流れるように設計する
。肺など摘出臓器は細菌学的検査検体を採取した後は速やかにホルマ

リンで十分に固定・滅菌する
。電動鋸には覆いをかけて広範な飛沫の飛散を防ぐ
・ 薄切切片の作成は感染防止用装置を用いることが望ましい

・ 剖検結果によつて患者が結核を発病していたことがはじめて診断されることがある。 診断し
た医師は感染症法第12条に基づき、患者が結核により死亡した又は死亡したと疑われる

場合に保健所に直ちに発生届を提出しなければならないとされているが、感染拡大防止を

目的とした接触者健診などの措置を適正に実施するため、結核と診断された全ての患者に

ついて保健所に通報することが望ましい。

表15.結核病床を有しない一般医療機関での留意ポイント
。一般外来における結核が疑われる患者の早期把握と対応
・ 一般病床において結核患者が発生した場合の的確な対応
。高齢者等の結核易発病群に対する注意
。気管支鏡検査室、細菌検査室、採痰室、病理検査室 (剖検室)での結核
を想定した対応

2.結核病床 (棟)での具体的な対応

(1)結核病床 (棟)での対応の基本的考え方

・ 結核病床 (棟 )における感染防止策は、基本的に第2部及び第3部の1の内容と同様である。

しかし、病室、病棟での感染防止策、患者への注意、職員の健康管理の強化等、いくつかの

項目を加え、強化することが重要である。
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(2)確実な治療と多剤耐性結核の発生防止

・ 結核病床 (棟)での院内感染対策において重要なことの一つとして、適切な化学療法により
患者の菌陰性化を図ることである。特に、薬剤耐性結核の治療は困難であり、耐性菌による

院内感染が起こつた場合の対応はさらに困難なものとなる。そのため、耐性菌を作らないた

めに、確実な治療と脱落防止が重要である。

・ 厚生労働省の定める「結核医療の基準」(平成21年厚生労働省告示第16号 )に基づき、有効
な化学療法が行われれば、菌陽性患者の排菌量は対数的に減少し、咳の回数も著明に減

少するので、感染性は急速に低くなつていく。

(3)病室口病棟、検査室の運営

・ 病棟、病室の構造設備上のポイントについては、第2部に記載したとおりであるが、新たに入

院した患者はまず個室に収容して治療し、感染性が低くなつてから大部屋に移すようにする

ことが望ましい。患者の感染性が高いと考えられる場合 (喀痰塗抹検査で菌量が多い、呼吸

器症状が強いなど)や多剤耐性菌である可能性がある場合には、特に十分な配慮が必要で

ある。

口 院内における共用の検査部門においては、結核患者 (及びその疑いのある者)はその日の

最後に検査を受けさせるような配慮も重要である。

・ 喀痰塗抹検査で陽性の間は、食事は配膳として患者は食堂や談話室に出ないことが望まれ

る。検査なども可能な限り病室内で行い、やむをえず室外で行う場合には患者にはサージカ

ルマスクの着用が必要である。(この場合は、飛沫の飛散防止であることから、N95型マスク

でなくサージカルマスクでよい。)

(4)職員の感染防止と患者指導

・ 職員は結核感染のリスクの高い部屋や区域に入るときにはN95型マスク又は同等のマスク
を適切に着用することが重要である。面会者に対しても、N95型マスクの着用を指導する。

・ 患者は原則として病棟外に出ることは制限されるが、検査等でやむを得ないときにはサージ
カルマスクを着用する。職員や面会者との面会時も同様である。

表16.結核病床 (棟)での具体的対応のポイント
・ 一般の医療機関での対応策の実施
・ 菌陽性の新入院患者を初め2週間程度収容する部屋 (個室)の確保
。多剤耐性結核の患者を収容する部屋 (陰圧個室)の確保
。菌陽性の患者を収容する病室の扉は閉めておくこと
。菌陽性の患者が病室から出る時にはサージカルマスクの着用
・ 菌陽性の患者の病室に職員が入る場合にはN95型マスクの着用
。採痰室、気管支鏡検査室、剖検室等の空調の整備
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3.精神科病棟での具体的な対応

(1)精神科病棟における結核の特徴と対応の基本的考え方

口 精神疾患を持つ患者は自覚症状の訴えに乏しく、喫煙者が多いとの指摘があり、重喫煙者

は普段から咳・痰を持つているため症状が認識されにくいことから、結核の診断が遅れる場

合がある。

・ 精神科病棟は、閉鎖的な環境で療養する場合があること、ホール等での多数の患者との交

流の機会のあること、徘徊癖を持つ患者が多くの患者・職員と接触することがあることから、

周囲の患者や職員に結核を感染させる危険に一層の注意が必要である。

口 認知症などの合併症を持つために、ADLが著しく低下している高齢者は免疫が低下している

可能性があり、再感染が起こりうる。

・ このため、入院患者が結核に罹患している可能性について十分な注意や配慮がなされてい

ないと重大な集団感染事件に発展する場合がある。

・ 精神科病院の管理者は、入院患者の結核予防と早期発見に関して特別の注意を払う必要が

ある。

表17.精神科病棟での結核集団感染の特徴
・ 患者が感染源の場合が多い。
> 長期入院息者に結核既感染の高齢者が多い。
・ 患者発見が遅れ、多くの患者が発生することが多い。
> 患者が症状を訴えないことが多い。
》 病棟・病室等が閉鎖されていることが多い。
> 患者が1か所に集まっていることが多い。
> 胸部X線検査の読影に慣れた医師が少ない。
・ 対応が難しいことがある。
> 専門機関への受診が容易にできない場合がある。
> 検査の実施が容易でない場合がある。
> 潜在性結核感染症治療の実施も困難な場合がある。

(青木による記述
2)を
改変)

(2)患者の早期発見

・ 入院患者、特に長期に入院する患者は感染症法による定期の健康診断を受けられない場合

がある。病院ではこの点を十分に考慮して、高齢等の発病リスクのある患者には年1回は健

康診断を受けられるようにする。また、症状に乏しい場合もあるので、特に呼吸器症状の有

無に常々十分な注意を払うとともに、検温・食事摂取量の確認は毎日行う。患者の身体症状

の異状に気づいた場合には、直ちに胸部X線検査および結核菌塗抹検査を含む活動性結核

の有無の検査を行うことが重要である。外来受診中の患者についてもこれに準じた診療上の     '
配慮が必要である。

口 新規に入院する患者については、入院時に全身管理の一環として胸部X線検査を実施する

ことが重要である。X線診断は経験ある内科口放射線科医師との二重読影の体制で行うこと

が望まれる。
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(3)組織的取り組み

口 精神科においても、結核予防対策は施設全体として体系的におこなうことが重要である。感

染対策委員会(ICC)、 感染対策チーム(ICT)では必ず結核を対象疾患の一つとして採り上げ

るべきである。

(4)保健所との連携

・ 入院患者や職員が結核と診断された場合には、直ちに所轄の保健所と協議を行い、連携の
もとに適切な措置を講じることが必要である、特に、精神病院に入院中の患者が結核と診断

され、その患者を結核病院へ転院させた場合であっても、診断した医師は感染症法第12条に

よる届出を行う必要がある。

・ 感染性のある結核患者は、結核病床を有する医療機関に移さなければならないとされている
が、原疾患の病状など緊急その他やむを得ない理由から直ちに移送することが困難な場合

には、院内で他に感染を及ぼす恐れがないような条件が整つた区域に患者を収容する。この

場合にはその事情を、患者発生届けに併せて所管の保健所に報告して協議することが重要

である。

表18.精神科病棟における結核院内感染対策のポイント

入院時に胸部X線検査を行い、異常 (所見)の有無を評価して記録を残す
年1回は胸部X線検査を実施する
看護職員等は患者の咳に注意し、咳が続く場合は主治医あるいはlCTに報告し、胸部
X線検査及び喀痰結核菌検査を実施する。
換気回数は可能な限り十分に確保する。

結核患者が発生した場合は保健所と密接な連携が不可欠

4.矯正施設での対応

矯正施設 (法務省所管の刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導

院)は、行動の制限を伴う集団生活を営む場として、結核の発生に関して特別の注意を払う必要

がある。

(1)患者の早期発見

・ 被収容者が遷延する呼吸器症状(特に、2週間以上持続する咳・痰)を訴える場合にはできる

だけ早期に医師の診察を受けさせる。

口 感染症法第53条の2、 同施行令第H条に基づき、刑事施設 (刑務所、少年刑務所、拘置所)
の長は、20歳以上の者の収容にあたつて可能な限り,胸部X線検査などを含む結核の有無

に関する健康診断を行う。また、収容後は定期の健康診断を行い、健康診断の結果(施設の

所在地、実施の年月、受診者数、発見された患者数等 )を保健所長に報告する。

・ 健康診断の結果、結核発病の可能性があると判定された者については精密検査を確実に実
施する。
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(2)患者発見時の対応

・ 結核患者の発生時には、第2部に記載した内容を基本として対応する。ただし、患者の収容

先の決定については、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律等の規定があ

るため、一律に入院勧告 (感染症法第19条 )が適用されるわけではなく、その都度に施設の

長と保健所長が協議を行う。

・ 結核病床以外に収容する場合には、第2部の中の「構造設備と環境面での対策」に準じた施

設内感染防止策が必要である。

・ 結核治療を受けている被収容者が施設を出ることになった場合には、施設長は所轄の保健

所と協議して結核治療が確実に継続されるよう、患者が適切な医療機関を受診するよう配慮

することが重要である。

(3)保健所との連携

・ 被収容者又は職員が結核と診断された場合には、ただちに所轄の保健所と協議を行い、連

携のもとに接触者健診を含む適切な措置を講じなければならない。

・ 矯正施設と保健所は平常時より情報交換を行い、患者発生時に円滑に治療完了が得られる

ように相互協力することが望まれる。

表19.矯正施設における結核施設内感染防止のポイント
・ 職員等は被収容者の咳や痰に注意し、長引く(2週間以上)場合は胸部X線検査及び喀痰
結核菌検査の実施
・ 感染症法に基づき刑事施設においては、20歳以上の者に対して、入所時に可能な限り胸
部X線検査を行い、異常 (所見)の有無を評価・記録を残しておき、年1回は胸部X線検査
を実施することが不可欠
・ 換気回数は可能な限り十分に確保する
。 結核患者が発生した場合は保健所と密接な連携が不可欠

5.高齢者施設での対応

(1)基本的な考え方

・ 高齢者の入所施設は、既感染者が多いために比較的高い罹患率を持つと同時に体力の低

下に伴つて免疫が低下している人が含まれる年齢層の人々が集団生活を営む場であり、健

康管理の上で結核の発生に関して特別の注意を払う必要がある。

(2)患者の早期発見

・ 入所にあたっては活動性結核の有無に関する健康診断を行うことが重要である。一方、結核
患者に対する差別・偏見を排除することも重要であり、陳旧性あるいは治療中であつても感

染性が否定されていれば、入所を拒否する理由にならない。治療中の患者はきちんと服薬を

継続すれば感染性はない。再発防止のため服薬確認が必要である。また、健康診断の結果

が感染させるおそれがある結核 (以下、感染性結核)の場合であっても、多くの場合比較的短

期の治療で感染性を消失させることが可能であることから、菌消失後において入所を受け入
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れないということにならないよう配慮することが望まれる。

入所後は、感染症法施行令第H条に定められた施設 (社会福祉法第2条第2項第 1号及び第

3号から第6号までに規定する施設 :生活保護施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、

軽費老人ホーム、身体障害者更正施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム、身

体障害者授産施設、知的障害者更正施設、知的障害者授産施設、知的障害者福祉ホーム、

知的障害者通勤寮、婦人保護施設)の場合には施設長の責任において入所時及び年1回の

定期健康診断を行う必要がある。また、同法における位置づけのない精神科病院をはじめと

する病院、老人保健施設やその他の入所施設については、「結核に関する特定感染症予防

指針」に「施設の管理者は必要に応じた健康診断を実施することが適当である」と記載されて

いる。入所者の健康管理及び施設内感染防止の観点から、同様に入所時及び年1回の定期

的な健康診断を行うことが望まれる。

健康診断の結果、活動性結核の可能性があると判定された者については精密検査を確実に

実施する。

入所者が選延する呼吸器症状 (特に、2週間以上持続する咳・痰)を訴える場合、できるだけ

早期に医療機関を受診させる。高齢の結核患者の中には、呼吸器症状がなく、発熱や倦怠

感、食欲不振、体重減少を主訴とする者が少なくない。特に結核発病の危険因子 (糖尿病、

悪性腫瘍、免疫抑制剤治療など:「付録」を参照)を合併する高齢者にこのような症状がみら

れた場合は、早期に受診させ、結核の鑑別診断を念頭に置いた検査の実施が望まれる。

高齢者施設では、入所者の体重測定を定期的に実施し、その結果を記録する際には前回の

測定値との差も併記するなど、入所者の体重減少を察知するための工夫も必要である。

(3)組織的取り組み

・ 結核予防対策は施設全体として体系的に行うことが重要である。
・ 保健衛生問題のための組織 (例えば「施設内感染対策委員会」といったもの)には必ず結核

を対象疾患の一つとして取り上げるべきである。

(4)職員の健康管理

・ 職員の健康管理としては定期の結核健康診断が行われるが、職員全員が受診するように組
織的な配慮が必要である。

・ 職員には、入所者及び職員自身の結核感染の予防法、結核発病時の対応等について常日
頃から教育を行つておく必要がある。

・ 毎年のように結核患者が発生するような施設・職場では、接触者健診に備えて採用時の健

康診断でIGRAを実施することが望ましい。免疫抑制状態の患者や発病リスクが高い者を受

け入れる場合にはなおさらである。

・ 結核患者発生時には患者に接触しなければならないことに備えて、N95型マスクを常時備え、
保管場所・使用法を職員に周知しておくことが望まれる。

(5)保健所との連携
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・ 入所者あるいは職員が結核と診断された場合には、直ちに所轄の保健所と協議を行い、保

健所長と連携のもとに接触者健診等の適切な措置を講じなければならない。

表20.高齢者施設における施設内結核感染防止のポイント
。 入所時に胸部X線検査を行い、異常 (所見)の有無を評価し記録を残す。
。 年1回は胸部X線検査を実施することが不可欠である(感染症法の法定外であるが、
「特定感染症予防指針Jには健康診断に関する記載があり、感染対策上重要)。
・ 職員等や入所者の咳・痰に注意し、長引く場合 (2週間以上)は胸部X線検査及び喀痰
検査を実施する。
・ 呼吸器症状がなくとも、発熱、食欲不振、体重減少等の全身症状がみられる高齢者に

は、胸部X線検査を実施、必要があれば、喀痰結核菌検査を実施する。
・ 換気回数は可能な限り十分に確保する。
。 結核患者が発生した場合は保健所と密接な連携が不可欠。

6.その他の入所施設での対応

。 その他の入所施設においても、集団生活を営む場として健康管理の上で、結核の発生に注

意を払う必要があり、高齢者入所施設での対応を参考にされたい。

・ 感染症法施行令第H条に定められた施設 (表21)の場合には、施設の長が定期の健康診断

を実施することとなっている。患者発生時には保健所と十分な連携をとり、指示に従つて対応

を行う。

表21.施設の長が定期の健康診断を行う施設 (感染症法施行令第H条 )
(1)刑事施設(刑務所・少年刑務所・拘置所)
(2)社会福祉法第2条第2項第1号及び第3号から第6号までに規定する施設
(生活保護施設、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム、身体障害者
更正施設、身体障害者療護施設、身体障害者福祉ホーム、身体障害者授産施設、知的

障害者更正施設、知的障害者授産施設、知的障害者福祉ホーム、知的障害者通勤寮、
婦人保護施設)

7.通所施設での対応

・ 通所施設、特に高齢者や障害者の関連施設では、利用者が結核を発病することが決してま
れではない。施設では日頃から利用者の健康状態に関する情報を把握するように努めること

が重要である。例えば、通所開始時または年1回、必ず健康診断書または市町村が実施した

最近の定期健診結果を求める、咳・痰が2週間以上続くときは必ず嘱託医の診察と胸部X線

検査や喀痰検査を受ける、などが考えられる。

口 職員や利用者が結核を発病したことが判明した場合には、所轄の保健所に連絡し、保健所

の指示のもとに適切な対応をとる。
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(付録)

1口 結核症の診断手順

(1)問診

口 肺結核の症状は、

・ 持続する(2週間以上)の咳、痰、胸痛等の呼吸器症状

。 発熱、倦怠感、食欲不振、体重減少

等、様々なものが認められる。しかし、肺結核を疑う最も重要なポイントは、2週間以上続く

咳・痰 (一時的中断があつても繰り返すものを含む)である。また、原因不明の発熱、倦怠感、

食欲不振、体重減少の場合も結核を鑑別診断に含める必要がある。しかし、自党症状が無く、

健康診断で胸部X線検査の異常を指摘され、初めて肺結核と診断された症例も多いので注

意が必要である。

・ 既往歴に結核症のある患者は、再発、再燃の可能性を常に想定して診療を行う必要が あ

る。

・ 次のような合併症又は基礎疾患等は、結核の発症、増悪の危険因子となるので、 注意が必
要である。

(付表)
・  HⅣ /AIDS
・ 臓器移植 (免疫抑制剤使用)
・ 腎不全または血液透析中
。 生物学的製剤、副腎皮質ステロイドなどの免疫抑制剤による治療
・ コントロール不良の糖尿病
。 やせ型の体型
・ 珪肺/じん肺
・ 胃漬瘍などの消化管潰瘍や消化管手術歴
・ 悪性腫瘍
。 喫煙

(2)喀痰検査

・ 結核菌を検出するための喀痰検査としては、

O塗株検査
○培養検査 (固形培地又は液体培地による方法がある)

○核酸増幅法 (PCR法、LAMP法等)

がある。いずれの方法であっても、唾液などでない、良好な喀痰が採取されなければ結核菌の

検出は不可能であり、患者にはこのことを十分説明することが重要である。検痰は早朝採取を

含めて3日連続して行うことが望まれる。

・ それぞれの喀痰検査法の長所、短所としては、

(ア)塗抹検査は、短時間(1時間以内)に結果が判明するが、排菌量が少ないときには、検出が

困難である。喀痰塗抹検査は感染性の評価のために極めて重要であることから、必ず実施



する。

(イ)培養検査は、塗株検査の検出限界を補うことになるが、固形培地の場合結果が判明するま

で4週間から8週間を要する。しかし、塗株検査では結核菌の他に非結核性抗酸菌も陽性と

判定されるため、結核菌か非結核性抗酸菌であるかを判別するためには菌種の同定検査が

必要であり、培養検査は不可欠である。さらに、同定検査に加えて薬剤感受性検査も必要と

なるので、通常、結核菌の培養検査は塗抹検査と並行して行うことになる。液体培地を用い

る方法では早ければ数日で陽性の結果が得られる。

(ウ )核酸増幅法は迅速な検査法であり、結果はPCR法等でほぼ半日、LAMP法では1時間程度

で判明する。感度は、培養検査とほぼ同等と考えられている。検査結果の判明までが迅速で

あること、結核菌と一部の非結核性抗酸菌についての同定検査が同時にできることが、核酸

増幅法の利点である。しかしながら、核酸増幅法は死菌 (培養検査の培地で発育しない菌)

を検出することもあるので、塗抹検査、培養検査と同時に行い、結果を総合的に判定する必

要がある。

・ 治療中は月に少なくとも1回は喀痰検査 (塗抹検査、培養検査)を実施する。核酸増幅法は

結核症の臨床経過の判断には用いない。

(3)胸部X線検査

・ 陰影の性状、解剖学的構造を分析することにより、結核の診断を下すことは、ある程度、可

能である。最初に胸部正面単純撮影を行い、病巣が疑われる場合に必要に応じてcT検査を

行う。同じ患者の過去の画像所見との比較は鑑別や活動性の判定に重要な証拠を与えるこ

とがある。重要な読影に当たつては、専門家の意見を求めることが望ましい。なお、結核の疑

いのある患者に抗結核薬による試験的治療を行うことは厳に慎むべきである。

・ 成人型の肺結核は多く肺・肺葉の上部あるいは鎖骨下領域から始まり、徐々に下方に拡大し

ていく。しかし高齢者や細胞性免疫の低下した患者の肺結核の場合には、病巣が中・下肺野

から始まることもあり、また肺炎様の所見のみで空洞形成像がみられないことも少なくない。

(4)インターフェロンγ遊離試験cnterferon gamma reに ase assay、 IGRA)

。 結核菌に感染している場合、結核菌特異抗原の刺激によってインターフェロンγが遊離され

ることを利用して感染の有無を調べる検査で、全血で検査するQuatiFERON① l田―Go‖ (以下、

QFT-3G)と血 液か らリンパ球を分離して用いるT‐ SPOT° TB(以下 、T‐SPOT)があり、BCG接

種の影響を受けないことが大きな特徴である。

・ QFT-3Gは被験者の血液を予め結核菌特異抗原であるESAT‐ 6、 CFP10、 TB 7.7が入った専

用試験管に加えて培養し、Tリンパ球から放出されるインターフェロン‐γ量をELISA法で測定

する検査である。0.101U/mL未満を陰性、0.10以上0.351U/mL未満を判定保留、0.35RJ/mL以

上を陽性と判定する。感度は80-90%であるが、特異度は97‐98%と極めて高い。

・ T―SPOTは被験者の血液から分離したリンパ球にESAT-6、 CFP10を加えて培養し、それぞれ

に反応するリンパ球が描出されるスポット(点 )の数を計測する。QFT-3Gと比較して、感度は
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T―SPOTの方が高く、特異度はQFTの方が高いとの報告が多かつたが、近年、特異度も

QFT-3Gと変わらないとの報告も見られる。

(5)ツベルクリン反応検査

ロ ツ反は感染の有無を調べるものであるが、近年主役をIGRAに取つて代わられつつあり、接

触者健診で用いるのは原則として小学生以下の年齢である。

・ 結核菌感染後の免疫獲得を見ているものであり、結核症の発病の有無を調べるものではな

い 。

口 わが国では、BCG接種が行われているので、ツ反陽性がBCG接種によるものか感染による
ものかは判断することが難しいが、新たに実施したツ反の発赤径が大きい時、二重発赤や水

疱等を伴う時は、結核感染を示唆し、発病の可能性も高くなるので感染診断の参考となる。

ツ反の結果が陰性であつても、必ずしも結核を否定できない。

ロ ツ反は、過去の測定値と比較することが重要であるので、発赤径や硬結の大きさを正確に記

録しておくことが重要である。

2.結核に関する諸手続と公費負担申請

医師は、結核の患者を診断した場合には、直ちに「患者発生届」を最寄りの保健所に行わな

ければならないことが感染症法第12条に規定されている。ここでいう結核患者とは排菌の有

無に関わらず「結核の治療を必要とする患者」である。

また、結核患者が入院した場合 (入院中であつた患者が退院する場合)には、病院の管理者

は最寄りの保健所に「患者入院届 (患者退院届)」を出すことが感染症法第53条のHに規定

されている。

結核の治療の公費負担を受けるためには、一般病床や外来の場合には感染症法第37条の

2に基づく申請を行う。入院勧告の場合は、同第37条の申請を行うことになるが、止むを得な

い理由によつて一般病床に入院している場合にも、緊急対応として同42条に基づく申請が可

能である。これらは、いずれも患者又はその保護者が患者の居住地の保健所を経由して都

道府県知事 (政令市では市長)に申請することになつている。一般的には、感染症法第37条

は喀痰塗抹陽性の肺結核等に適用され、同法第37条の2はそれ以外の結核治療を行う場合

に適用される。

申請に当たつては、保健所に設置された感染症診査協議会での診査の参考となるように、胸

部X線検査結果の提出が必要である。なるべく直近に(少なくとも3か月以内に)撮影した胸部

X線撮影であること、空洞を有する場合には空洞病変が確認できるように胸部CT画像を含め

て提出する方がよい。化学療法の「継続」で申請する場合には、経過が判読できる過去の胸

部X線撮影も合わせて提出する。



3.院内(施設内)感染の場合における保健所の対応

医療機関又は施設内における結核予防対策は、保健所の業務として今後重要性を増していくと

考えられる。その対応は基本的には「接触者健診の手引き(改訂第5版 )」に記述されているとおり

である。ここでは医療機関、施設という特殊な状況に関して、必要な点を補足する。

(1)発生予防

保健所は管内の結核発生動向調査にあたって、医療機関・施設等での患者発生について注意

深く動向を把握する必要がある。これは発生届、保健師等による面接、他保健所からの連絡、関

連機関からの連絡などから収集された情報に基づいて判断する必要がある。またこのような情報

や連絡が十分得られるよう、保健所は常日頃から関係機関等と十分な意志疎通や問題の重要性

についての啓発を行つておくべきである。

また保健所はこの「接触者健診の手引き」の内容の実施状況などを含めて、管内における医療

機関等の院内感染対策の体制について、様々な機会を通して状況を把握し、必要に応じて技術

的支援を行う。

特に、感染症法第53条の2に定められた施設の長が定期の健康診断を行う施設については、

普段から、健康診断の実施状況や実施結果について報告を求め、定期的に健康診断綴りを点検

するなど、定期の健康診断が適切に実施されるよう指導に努めなければならない。

(2)発生時の対応

医療従事者 (広く関係者を含む)あるいは受診中の患者が結核と判明した場合には、保健所は

関連の情報を収集し(上記「接触者健診の手引き」の様式による)、 これによる医療機関・施設内

の感染曝露の危険性について検討を行う。その結果、その危険性があると考えられる場合には、

当該医療機関等と接触者健診の実施を含めた必要な措置について協議する。接触者健診は法

第 17条に基づき保健所が実施すべきものであるから、医療法の規定に基づき当該施設が健康診

断等を行う場合であつても、その内容は「接触者健診の手引き」に準拠した方法でなければならず、

その結果に基づく事後措置についても、保健所が責任を持つて施設に対して指導を行う。

また、その他の入所施設等についても、施設の関係病院や顧問医との連携を保ちつつ、上記の

場合に準じて対応する。

さらに、結核集団感染対策としての接触者健診を行つた場合には、厚生労働省結核感染症課長

通知健感第0329002号 (平成19年3月 29日 付)にもとづいて都道府県・政令市担当部局に報告する。

同様に集団感染事例について都道府県・政令市担当部局は保健所長からの報告に基づいて厚

生労働省に連絡することになつている。

(3)訪問活動に従事する職員の予防

保健所その他の公的施設の内外で結核患者に対して面接や指導を行う保健・医療・福祉等の
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職員は、職務上結核菌に曝露される可能性がある。これらの職員に対しては健康診断をはじめ、

第2部、第3部で記載した医療機関職員に準じた結核感染対策のための考慮がなされるべきであ

る。また特に、保健師等が治療開始後間もない時期の塗抹陽性患者に面接などを行う際にはN95

型マスクを着用する。

(4)関連保健所間の連絡

病院、施設等における結核患者の発生届は患者の戸籍上の居住地の所轄保健所に提出され

ることが多い。この場合、この保健所は病院、施設等での患者発生であることが判明し次第、それ

ら病院、施設等の所在地を所轄する保健所に連絡し、当該保健所での対応を円滑に進められる

よう協力する必要がある。

4.用語解説

結核菌塗抹検査

結核菌塗抹検査において結核菌が検出された場合、その検体に含まれている菌の量を、顕微

鏡の1視野 (拡大500倍)あたりに検出される菌の個数に応じて段階分けする基準としてガフキー

号数が広く使われていたが、現在は国際基準を用いることになっている。肺結核患者が喀痰塗抹

陽性を示す場合は他者に感染させる可能性が高いという意味で最も重要な指標である。

検鏡における検出菌数記載法

+

1+

2+

3+

1-2/30視野
1～ 19/10視野

≧20/10視野

≧100/1視野

チール・ネールゼン法

1～2/300視野

1～9/100視野

≧10/100視野

≧10/1視野

１

　
２

　
５

９

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

*相当するガフキー号数

(結核菌検査指針2007)

集団感染(定義)

わが国における集団感染の定義は1986年に青木が提唱した「同一の感染源が2家族以上にま

たがり、20人以上に感染させた場合をいう。ただし発病者1人は6人が感染を受けた者として感染

者数を計算する。Jが用いられている (「結核に係る感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律第17条に規定する健康診断の取扱いについてJ(平成19年 3月 29日健感発第

0329002号厚生労働省結核感染症課長通知))。 例えば、1人の患者の接触者の中から2人の結

核患者が発生し、他に10人がLTBIと診断されたような場合は、感染者総数は2(発病患者数)× 6

+10(未発病の潜在性結核者数)=22となり、この定義に当てはまる集団感染となる。

(ガフキー号数)



DOttS

】reCtly Ωbserved Treament,鈎 Ort cOurseの略語で、患者の規則的な受療(服薬等)を確保し、

確実な治癒と耐性菌出現の予防のために行う患者治療の方法。もともとは患者にまとまつた量の

抗結核薬を所持させることなく、毎日患者に対して医療職員の監督下で服薬させ (少なくとも最初

の2か月間)、 その機会に必要な助言や指導を行うことであつたが、WHoはこれに政府の関与、

有症状者を対象にして塗抹検査を用いる患者発見、薬剤の安定的な供給、対策の監視と指導を

加えた結核対策戦略のプラン踪 ―ムとした。もともと途上国で始められたものであるが、米国の

ような国でも良好な成果を挙げたことから、結核治療の基本的な戦略となつている。現在日本で

は包括的服薬支援として、LTBlを含む全ての結核患者の治療に積極的に適用することが求めら

れている。

非結核性抗酸菌症

結核菌は抗酸菌と呼ばれる菌の種類の一つであるが、この種類の菌の中には、結核菌の他に

も環境中に多くの菌があることが知られている。これらの菌の大多数に病原性はないが、いくつか

の菌種は条件がそろうと病気を起こすことが知られている。その条件とは患者の細胞性免疫が非

常に低下した場合、結核の遺残病巣や気管支拡張症のような肺の局所に抵抗性の弱い部位が

ある場合などである。日本では結核が治つたあと後遺症のようにこれらの菌による病気が進展し

てくることが多かつたが、近年は先に結核がなく、塵肺や気管支拡張症などにこの菌による病変

が合併することや特別な要因がなく発病することもまれでなくなつた。治療法は菌の種類によって

異なるが、抗結核薬のいくつかがある程度まで有効であるが、結核のような著明な効果は期待で

きない。

接触者健康診断 (法第17条に基づく健康診断)

感染症法第17条は都道府県知事 (政令指定都市では市長、実際は委任されている保健所長 )

に対して「当該感染症にかかつていると疑うに足りる正当な理由のある者に対し」健康診断を受け

ることを勧告することができると規定されており、勧告に従わない場合には、法律的には強制力を

持つ措置することができるとされている。この健診のための調査は感染症法第15条に規定される

積極的疫学調査に該当し、これも都道府県知事に権限が付与されている(実際は保健所長に委

任されている)。 調査対象者には必要な調査に協力する努力義務が課せられており、法律に基づ

く調査として、保健所に対する個人情報提供は、個人情報保護法における個人情報の目的外使

用制限の規定から除外される。
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結核に関するご相談窓ロ

(公財)結核予防会結核研究所
〒204-8533東京都清瀬市松山3-1-24

電話 0424-93-5711  ファックス 0424-92-4600

結核研究所ホームページアドレス:h岬=||…
jata.。rjp

相談用アドレス:」oiata.Orti
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参考資料4

保健所に向けた

刑事施設における結核対策の手引き
厚生労働科学研究(新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業)「地域におけ

る効果的な結核対策の強化に関する研究(研究代表者:石川 信克)

ご案内とご説明

日時 :5月 22日

場所 :厚生労働省共用第8会議室

発表者 :河津里沙 (公財 :結核予防会結核研究所臨床・疫学部 )
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背景

・刑事施設被収容者は結核のハイリスク者であることは、世界的にも認知さ
れており、様々な対策が進められている。

。本邦における刑事施設における被収容者の結核罹患率は一般人口と比

較して約13倍である。

・刑事施設における結核対策において、保健所との連携は重要だが、現
在、連携の在り方について明確な指針が存在しない。

。そのため、個々の刑事施設・保健所が手探りで対応しているが、それぞれ
の認識や取り組みにばらつきがあり、刑事施設の結核対策に格差が生じ
ている(臼井、2012)。
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例 :初動調査における被収容者に対する面接について

事例はないが要請

すれば許可は下り

ると思う
13% 患者と面接していな

い(要請したことが

患者と面接している

(全ての結核患者 )

19%

ない)

55%

患者と面接している

(陽性のみ )
6%

患者と面接して

いない (要請し

たが許可がおり

なかつた)

7%

厚生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業)「地域における効果的な結核対策の強化に関する研

究」(研究代表者・石川信克)「保健所と刑事施設の連携に関する現状調査」よリー部抜粋

3



例 (2):患者出所時の対応について

情報提供は皆無

7%

事前に出所日のみの

情報提供がある

18%

事前に出所日、帰住

先その他の情報提供

がある
67%

厚生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業)「地域における効果的な結核対策の強化に関する研
究」(研究代表者・石川信克)「保健所と刑事施設の連携に関する現状調査」よリー部抜粋

毎回の情報提供は難

しいと言われている
4%
出所日当日に情

報提供がある
4%
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本手引きのねらい

・刑事施設で発生した結核に対し、保健所が関わりうる段階に

おいて刑事施設と整合性のある協力・連携体制を築いていく
ための保健所職員向けの指針。

・保健所と刑事施設の連携に関する現状や課題を明らかにし、

刑事施設における結核対策の基本的な理解と、連携を促進

するための様々な工夫を提案。
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本手引きの主な内容

・世界及び本邦における刑事施設の結核の現状

・新規患者発生時の対応

・接触者への対応

・刑事施設に対する普及啓発

・参考様式1:積極的疫学調査票(刑事施設用)

・参考様式2:刑事施設における結核患者への服薬支援計画
票及びリスクアセスメント票
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新規患者発生時の対応

課題
・積極的疫学調査に伴う情報収集が困難
・面接の実施に格差(保健所側・刑事施設側の要因)
・治療期間中の連携に格差
・出所時の対応に格差

手引きによる対応
・
理融 勇』嬰雀 藷 亀 埋 霧 爵 脅盟 鍵 、

鯉 当者盤 開 絵 う、感染症法を丁到 珊 明する、日頃から

・「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」の解説

・ 患者調査票の提案

・ 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」の説明
0他保健所の事例の紹介 (面会、治療期間中のカンフアレンス等 )

°

り騒苑2庫禦躙
価の重要性と刑事施設を出所する患者に特有のリスクの説明、リスク

・ 出所時の患者に関する情報収集 (面接及び刑事施設担当者からの聞き取り調査 )
。服薬支援体制作りの重要性と関係機関の説明、服薬支援計画票の提案
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接触者への対応
課題
・ 保健所関与に関する認識の格差、対応の格差

・ 刑事施設における接触者に関する情報の不足

手引きの内容
・他保健所の事例の紹介
・刑事施設における接触者の特徴の紹介

刑事施設に対する普及啓発

課題
・普及啓発を行つている保健所が少ない
。結核が発生した時に初めて刑事施設担当者と接触する

手引きの内容
・他保健所の事例の紹介
・普及啓発の機会の提案
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保健所に向けた

刑事施設における

結核対策の手引き
～刑事施設と連携していくために～
「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」 研究代表者 石川 信克 編



はじめに

我が国における結核の現状は、平成 24年の罹患率が 16.7と前年からの 1.0の減と緩やかな

減少傾向が続いています。一方で新登録患者は 2万人を超え、先進諸国と比較して未だ中まん延

の状態にあります。現在の結核の疫学的特徴として 4つの偏在化が見られますが、それらは高齢

者への偏在、大都市への偏在、結核発病高危険因子 (HIV、 糖尿病など)を有する者への偏在及

び社会経済的弱者への偏在です。

刑事施設被収容者、そして刑事施設出所者は社会経済的弱者として結核に対して脆弱な集団

であることは世界的にも認知されており、様々な対策が進められています。我が国の刑事施設に

おける結核患者数は年間 200人前後と報告されていますが、結核罹患率は一般人口と比較して約

13倍 とォ常に高く、日本も例外ではないことがわかります。

刑事施設における結核対策において、柱の一つに保健所 との連携が挙げられます。しかし本

章でも述べられている通り、現時点では連携の在 り方について明確な指針が存在せず、個々の保

健所 。刑事施設が手探 りで対応 しているのが現状です。一方で我が国の刑事施設は深刻な医師不

足などを解消すべく、矯正医療の抜本的改革が進められてお り、その一環として「開かれた医療」、

外部医療機関との連携強化が求められています。結核対策における保健所と刑事施設の連携を推

進することは、誠に時宜を得たものと考えられます。

本書は厚生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興 。再興感染症研究事業)「地域におけ

る効果的な結核対策の強化に関する研究」 (研究代表者 :石川信克)の事業の一つであり、刑事

施設における結核対策の基本的な理解と、連携を促進するための様々な工夫を提案することを目

的としています。内容及び参考様式は保健所と刑事施設の連携の現状に関する初の全国的な調査

の結果及び、刑事施設における結核対策に係る保健所、刑事施設両職員の協力を得て作成し、関

係機関に意見を頂き修正したものです。又、貴重なご意見・ご助言賜りました厚生労働省健康局

結核感染症課に深謝申し上げます。

本書が刑事施設における結核対策の向上に向けて、有効的に活用されることを願つています。

また使用に当たりご意見や参考資料などあればお知らせくだされば幸いです。

平成 26年 3月

「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」

研究代表者 石川 信克



厚生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興 。再興感染症研究事業)

「地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」

(H23-新興=一般-001)

研究代表者 :石川信克

研究協力者 : (五十音順 所属は平成 26年 3月現在)
大西彩香 (北海道帯広保健所)

河津里沙 (公益財団法人結核予防会結核研究所)

小林 誠 (多摩少年院)

紺野圭太 (帯広刑務所)

坂野知子 (東京都多摩府中保健所)

永田容子 (公益財団法人結核予防会結核研究所)

橋本絵美 (葛飾区保健所 )

深崎美樹 (島根県浜田保健所 )

水田渉子 (東京都多摩府中保健所)

助言者 :

カロ藤誠也、小林典子、浦川美奈子 (公益財団法人結核予防会結核研究所)



目次

第一章 序章 .……………………… …̈……………… …̈…………………………………………1
1.世界及び本邦における刑事施設の結核 .……………………………………………… …̈…1

2.手引き作成の目的と方法 .………………………… …̈ …̈…………………………………2

第二章 新規の患者発生時の対応 .………………………… …̈……………… …̈………………4
1.患者発生の届出及び情報収集.……… …̈……………… …̈………… …̈………………4

患者の情報収集に関するまとめ.………… …̈…… …̈ …̈………… …̈………………・8

2.患者訪問及び保健指導.…………………………………………………………………………10

患者訪問及び保健指導のまとめ.…… …̈…… …̈…………………… …̈……………・12

3.治療期間中の刑事施設との連携 .…………………………………………………………・12

治療期間中の連携に関するまとめ .………… …̈……………………… …̈…… …̈・14

4.患者が出所する際の対応 .¨…………………………………………………………………… 16

新規の患者発生時の対応に関するまとめ.…………………………………… …̈………・22

第二章  接触者への対応.……………………………………………………………………… 23
1.接触者健診実施主体について.…………………………………………………………………23

2.初発患者調査及び感染性の評価 .…… …̈………………………………………… …̈・24

3.刑事施設における接触者の特徴。……………… …̈………………………………………・24

4.優先順位の決定 .………………………………… …̈………………………………………27

5.接触者健診の実施 .……………………………… …̈…………… …̈… …̈……………・28

6.LTBI治療について.………………………………………………………… …̈……………30

7.集団感染対策について.……… …̈…………………………………………… …̈……………31

接触者健診に関するまとめ.………………………………………………………………………… 31

第四章 普及啓発 .¨…………………………………………………………̈ ………………… …̈…32

参考資料
1.   「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療の法律」より抜粋.…………………・33
2.   「行政機関の保有する個人情報保護に関する法律」より抜粋 ..…….…………………35
3-1. 刑事施設における主な部及び室の名称.………………・…・………………………………36
3-2. 刑事施設における主な部及び室の所掌事務.… .……・……………………………………37
4.   「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律」より抜粋 ..………Ⅲ……………38
5。   「刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則」より抜粋.……….…………・………・……40

参考様式

1,   「結核の積極的疫学的調査票」.… .…………………・……………………………………41
2.   「結核患者服薬支援計画票 (刑事施設用)」 及び

「刑事施設における結核患者のリスクアセスメント票」.… .……………………・……44



用語の解説

刑事施設 :   刑務所、刑務支所、拘置所、拘置支所、少年刑務所の総称。全国に本所 77、

支所 111か所ある。

大型施設 :   一 日平均収容人員が 1000人を超えている施設を指す。
中型施設 :   一日平均収容人員が 500人以上 lo00人未満の施設を指す。
小型施設 :   一日平均収容人員が 500人未満の施設を指す。
A指標施設 :   犯罪傾向が進んでいない者を収容する施設。全国に 17か所ある。
B指標施設 :   犯罪傾向が進んでいる者を収容する施設。全国に 41か所ある。
一般施設 :   プライマリケア的な医療が中心。医師の配置は 1名 ないし数名である。
医療重点施設 : 6地域の刑務所 (札幌、宮城、府中、名古屋、広島、福岡)を医療重点施設

とし、医療機器や医療従事者を集中的に配置し、被収容者のうち専門的な医

療を要するもの、長期に療養するものを集禁し、医療を行なつている。東京

と大阪拘置所は一般施設ではあるが、特大拘置所として医師、医療機器など

が重点配置されている。

医療専門施設 : 人王子、大阪、岡崎、北九州医療刑務所の 4施設を指す。
休養患者 :   刑事施設において医療上の必要により作業,教科,職業の補導等の通常の日

課を停止させて専ら治療又は治療のための処遇を受けさせる措置を講 じた者

をい う。

非休養患者 :  患者のうち、休養患者以外の者をい う。

略語

WHO:   World Health Organization(世 界保健機構 )

USAID: United Stated Agency for lnternational Development(米 国国際開発局 )

TCTA:  Tuberculosis CoalitiOn fOr Technical Assistance(世 界結核技術支援連盟 )

ICRC:  International Conunittee of the Red Cross(赤 十字国際委員会 )

CDC:   Centre for Disease Control and Prevention(米 国疾病管理予防センター )

HPE:   Health Protection England(英 国公衆衛生局、旧Public Health Agency)



第一章 序章

1,世界及び本邦における刑事施設の結核

WHOに よると世界的に刑事施設における結核の罹患率は一般人口と比較して数倍から100倍高

いとされており、地域によつては刑事施設における結核は国全体の結核患者報告数の 25%迄を

占めると言われている1。 先進国の刑事施設における罹患率としては米国で人口10万対 29.42、

英国で 44.53、 フランスで 41.34、 ォランダで 77.34と 報告されている.また耐性あるいは多剤耐

性結核の発生率も高く、例えば英国では刑事施設において発生した結核の 35.0%5、 ベルギーで

は 6.7%4、 ェストニアでは 55.5%4が INH耐性、そしてタイの調査では被収容者における結核の

19%6、 ロシァで 12%7、 グルジアで 13%8が多剤耐性であつたと報告されている。刑務所の被収

容者がハイリスク集団である理由としては被収容者の多くがそもそも低所得者、あるいは社会経

済的に脆弱な者であり、結核に対して様々な社会経済的、医学的リスク要因を持つていること(ホ

ームレス、外国人、少数民族、精神疾患や薬物依存など)、 換気不良や過密などといつた刑事施

設に特化した環境要因、そして診断の遅れや不適切な治療などの人的要因が挙げられている
9,10,11。

本邦においてもこれまでの報告から刑事施設における結核の発生率は高いと考えられる新受

刑者中、68%が犯時無職、20%が住所不定であること、また被収容者の多くが収容前から栄養失

調や精神疾患など様々な健康問題をもつており、疾病全体では有病率が常に 50%前後であるこ

とから12、 `我が国の受刑者の多くが結核に対する社会経済的、そして医学的なリスク要因を有し

ていることが示唆される。これまでに大阪刑務所における平成 3年から7年までの 5年間の平均

罹患率は人口10万対 120(50～ 300)13、 福岡刑務所での同様の調査では人口10万対 260と 報告

されている14。 また矯正統計 Iを用いて刑事施設全体における結核の動向を調査した報告による

と、罹患率 (入所後に結核と診断された被収容者数/一 日平均被収容者人口X100,000)は減少傾

向にあるものの、2012年時点で刑事施設における罹患率は人口10万対 220.2、 すなわち一般人

口の約 13倍であつた (図 1)15。      ´



図 1:刑事施設被収容者及び一般人口における結核罹患率の推移
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刑事施設において発病した患者が、収容期間中に治療を終える場合は社会的な影響は大きくな

いかと思われるかもしれない。しかし、海外では刑事施設内で発生した結核が面会者や刑事施設

の職員を通して一般社会に広がった事例も報告されている“
'17。 更には未治療で出所する患者も

大きな問題となつており、未治癒、あるいは不適切な治療を受けて出所した元被収容者は多剤耐

性結核の発病リスクが高いことや 18、 未治癒で出所した元被収容者が感染源となリー般社会にお

いて発病者が確認された事例19な どが報告されている。本邦でも毎年全結核休養患者 (結核が理

由で休養している者)の うち、約 1割は結核の治療を開始したものの未治癒で出所しており、そ

の何割かは出所後治療を継続せずに行方不明となっている20。 刑事施設内での接触者が出所後に

発病する事例も報告されており、従つて本邦においても刑事施設内で発生した結核が一般社会に

影響を与える可能性は決して否定できない。また、言うまでもなく刑事施設で発生した結核はt

施設の職員やその家族への感染拡大や、未治癒で出所し、累犯者として再入所といった形で刑事

施設に新たな感染を引き起こす可能性もある。保健所との積極的な連携を通じて、適切に対処す

ることは刑事施設にとっても有益であることを忘れてはならない。

2.手引き作成の日的と方法

刑事施設の結核対策において、刑事施設とその他の関係機関との協力は不可欠とされているが、

その一方で本邦を含む多くの国では矯正医療の所管が厚生労働省。保健省ではなく法務省にある

ため、協力体制を築くためには様々な工夫が求められている。本邦において保健所は感染症対策

に関して地域の中核機関であり、刑事施設で発生した結核に対する「連携」において中心的な役

割を担うことを期待されている。しかし、現状では個々の刑事施設、そして保健所ごとに認識や

取り組みにばらつきがあり、刑事施設の結核対策に格差が生じていることが報告されている 20。



そこで本手引きは刑事施設で発生した結核に対し、保健所が関わりうる段階において刑事施設

と整合性のある協力・連携体制を築いていくための保健所職員向けの指針として作成した。但し、

本手引きのエビデンスは各種疾患の診療ガイドラインに求められている無作為化 0非無作為化比

較試験やその他の準実験的研究ではなく、専門家や現場経験者の意見に基づくものである。従つ

て今回の手引きは保健所と刑事施設の連携に関する現状や課題を明らかにし、刑事施設における

結核対策の基本的な理解と、連携を促進するための様々な工夫を提案したものである。また、本

手引きを使用する際は下記の手引きも参考されたい。

森亨監修、カロ藤誠也編.感染症法における結核対策 平成 25年改訂版。 東京 :結核予防
髪や、 2013

阿彦忠之、石川信克 :感染症に基づく結核の接触者健康診断の手引きとその解説 (改訂第 5

版、2014年 3月 までに公表予定)

森亨.結核院内 (施設内)感染予防の手引き,東京 :結核予防会 (平成 26年版、2014年 3

月公表)

本手引きの内容は国内外の刑事施設における結核及び結核対策に関する研究報告及びガイ ド

ライン 1'冽 '22,23,24、 英国、香港、シンガポール各国の関係機関の担当者との意見交換、そして厚

生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興 。再興感染症研究事業)「地域における効果的な結

核対策の強化に関する研究」 (研究代表者・石川信克)の一環として平成 25年 6月 から12月 ま

で実施した、管轄内に刑事施設を持つ全国の保健所を対象とした現状調査 (以下「現状調査」)

の結果を参考に作成した
i。 また、原案がまとまった段階で本邦における関係者による意見交換

会を開催 し、内容について協議を行った。今後も更なるエビデンスを構築しつつ、手引きの活用

状況や保健所等の意見・批判などを反映し適宜改訂を行 う予定である。

1「保健所と刑事施設の連携に関する現状調査Jは厚生労働科学研究 (新型インフルエンザ等新興。再
興感染症研究事業)『地域における効果的な結核対策の強化に関する研究」 (研究代表者・石川僣克)の
―環として平成 25年 6月 から12月 まで実施した。平成 25年時点で、全国には 62刑務所、7少年刑務所、
8拘置所、8刑務支所、103拘置支所、計 188か所の刑事施設があり、支所で一日平均収容人員が 100人超
える施設は 6刑務支所、12拘置支所である。調査対彙は管轄内に刑務所、少年刑務所、拘置所及び一日平
均収容人員が 100人を超える刑務支所と拘置支所、計 95施設を受け持つ全 82箇所の保健所であつた。結
果としては 82保健所中、31保健所 (回答率 38%)を 対象に調査を行うことができた。また 31保健所が管
轄している刑事施設は 40か所であつた。



第二章 新規の患者発生時の対応

1.患者発生の届出及び情報収集

1.患者発生の届出及び患者登録

管轄内の刑事施設において新規に結核が発生した場合、保健所は刑事施設あるいは患者を診断

した外部の医療施設からの発生届を受理する。患者が拘置所。拘置支所などに収容されている場

合は短期間内に刑務所。少年刑務所等に移送されることが多く、更には刑事施設の中には、結核

患者は医療重点施設や医療刑務所に移送し、治療を受けさせる措置を講じている所もある。従つ

てこのような場合、発生届が提出された時点で患者が収容されていた施設、すなわち「所在地」、

における収容期間が一時的、あるいは患者の「所在地」が既に移つている可能性があるが、原則

として患者は居住実態がある場所に登録されるべきであり、患者が刑事施設の被収容者である場

合は、その者が結核を発症した時点で収容されていた刑事施設を居住実態とし、管轄する保健所

が登録を行う。患者が移送された場合は適宜登録票を移管し、患者が治療終了後、あるいは治療

途中で出所する可能性が最も高い刑事施設を管轄する保健所が、最終的に登録票を管理する。刑

事施設によっては出所間近になって、被収容者が希望している帰住先に近い施設に移送させるこ

ともあり、患者の動きは必ずしも予測できるものではない。時宜に即した対応を行うためにも普

段から刑事施設や移送先の施設を管轄する保健所など関係機関と連絡を取り合い、情報交換をし

得やすい関係を築いておくことが望ましい。

2.患者の情報収集

発生届を受けた保健所は速やかに患者の病状や診断までの経過に関する情報を収集するが、そ

の際に可能な限り刑事施設担当者と直接会うことは、聞き取り調査のためだけではなく、今後の

対応について協力関係を築くためにも重要な過程である。現状調査によると現に 48%の保健所

が発生届を受理した後に刑事施設を訪問するか、刑事施設担当者が届出を持参し保健所に来所す

る時を利用して、担当者と直接会つて今後の対策について協議する機会を設けている。これまで

に刑事施設と協力して結核対策を進めてきた保健師の多くが、刑事施設担当者と面会を重ねるこ

とが信頼関係の構築と情報の共有に繋がつたと証言している.

刑事施設では、例えば電話等による照会のように相手方が特定されない場合、被収容者のプラ

イバシー保護の観′点から、在所の有無を含めて回答しない取扱いがなされるところ、保健所から

の照会に個人情報保護法等 (行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律)を理由に患者情

報の提供に難色を示す場合は、感染症法第 5条 (医師等の責務)、 第 15条 (積極的疫学調査)

などを説明し (参考資料 :1)、 患者情報の収集の目的が行政機関の保有する個人情報の保護に

関する法律の第 8条 2項に該当することを説明する必要がある (参考資料 :2)。 一方で現状調

査から、患者発生時の情報収集が困難であると回答した保健所は全体の 7%であり、従つてその

必要性を丁寧に説明することにより、刑事施設の協力を得られるものと考えて良い。特に胸部 X



線写真等の医療情報の提供や貸し出しについては、他の情報と同様に結核管理上、必要な手続き

であることを説明し、必要に応じて実際に提供がなされた事例があることを伝える。例えば、V

保健所の管轄内にある大型の B指標刑事施設は、保健所に対してX線写真の貸し出しを行つてお

り、Y保健所の管轄内にある大型の A指標刑事施設も、保健所にX線写真を提出している。こう

いつた事例を紹介することも理解を得る手段の一つである。

また、刑事施設にとって初めての結核患者発生となった時は、日頭だけではなく、根拠となる

法を示す参考丈献を添付し、正式な文書にて協力要請すると理解を求めやすい。保健所によって

は患者発生時毎に保健所長より刑事施設所長宛に協力依頼文書を提出しているところもある。例

えば大型のA指標刑事施設を管轄内に持つ Z保健所は、発生届を受理した際は毎回文書にて積極

的疫学調査及び面会への協力を依頼、又 Y保健所は治療期間中の状況や検査結果の情報提供、治

療途中に出所となつた場合の情報提供を依頼しているという (図 2)。 この際に発生時及び治療

期間中のみならず、治療終了後 2年間の情報も必要であることを説明し、了解を得ておくとよい。

更にはこれまでに結核発生の事例を経験したことがない刑事施設を管轄内に持つ保健所は、結

核患者が発生した際に積極的疫学調査のためにどの情報をどのタイミングで必要とされるかを

事前に説明しておくと、発生時によリスムースに協力が得やすいであろう。更には前述したよう

に、刑事施設によつては排菌状況等により、治療を医療重点施設や医療刑務所にて行うこととし

ている。その際、患者は診断後約 1～2週間の間に移送されることが多いが、中には保健所が詳

細な聞き取り調査を実施する前に患者が移送されてしまったため、情報収集が適切にできなかつ

たという事例もある。一方で拘置所の被収容者に関する情報収集は困難であることが想定される。

その施設の特性から個人情報に対してよリー層に慎重にならぎるを得ないところがあり、また被

収容者の出入所も頻繁且つ急である場合が多い。届出が出された時には患者は既に出所していた

事例も開かれた。

このような事態を防ぐためにも、刑事施設と日頃から連絡を取り合い、事前に結核発生時にお

ける積極的疫学調査の説明を行い、情報収集に理解を求めることは重要である。例えば大型の拘

置所を管轄内にもつ X保健所は、年間に約 20件前後の発生届を受理するが、事前の取り決めに

よって患者発生時には刑事施設の方でも独自の経過報告書を作成することになっており、聞き取

り調査と経過報告書の両方から情報収集を行つているという (図 3)。 また、大型の B指標一般

刑務所を管轄するW保健所は年間に約 2～ 3件の発生届を受理するが、保健所が作成した患者調

査表を事前に刑事施設に渡しており、発生届と共に調査表の提出も依頼している。大型の B指標

一般刑務所を管轄するV保健所は、結核が疑われた時点で刑務所より相談の電話を受けるという。

そのことによつて刑務所における結核の発生を早期に探知することが可能となっている。



図 2:Z保健所が実際に使用している調査協力依頼状
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結核患者発生に伴う調査について (依頼)

貴所在所者     氏 の結核発生届けを受理いたしましたので、感染症の予防
及び感染症の患者に対する医療に関する法律第 15条 (感染症の発生状況、動向及び原
因の調査)の規定に基づき、息者発生に伴う調査につきましてご配慮いただきますよう
よろしくお願いいたします。
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刑事施設担当者 (あるいは患者が外部の医療施設にて診断を受けた場合はその施設の医師)か

らの情報収集を行う際には、患者が刑事施設の被収容者であることを考慮し、それに付随して開

き取り調査を進める必要がある。例えば患者が刑事施設被収容者であることから特に注意が必要

な合併症として肝疾患、腎不全、HIVな どが挙げられている25。 本邦でもこれまでに糖尿病、肝

がん、C型肝炎、HIVな どの合併症が報告されている 8,9。 好田らによる報告では結核症例の 58%

に合併症が見られ、うち24%が肝炎、21%が糖尿病であつた 9。 特に覚せい剤事犯を多く収容す

る施設では、新入所者の半数以上が HCV抗体陽性であるとの報告もあり26、 結核治療前から肝機

能障害を合併していることが多い。このような患者は薬剤性肝炎の発症が高いと言われており27、

抗結核剤投与による副作用や肝疾患の急性増悪により治療が中断された際に、多剤耐性結核や慢

性持続排菌患者を作り出す可能性がある。また、最近では慢性腎臓病 (Chronic Kidney Disease:

CKD)患者も増カロ傾向にあり、結核に対するハイリスク予備軍として注意が必要であること刑事

施設に伝える必要がある。

「その他治療に関わる諸要因」には治療・療養支援計画を立てる際に必要と思われる情報 (お

よその収容期間、帰住先、身元引受人の連絡先等)や服薬中断のリスクとなり得る要因に関する

情報 (アルコール及び薬物依存、精神疾患、ホームレス歴、失業等
2Я)な ども含まれる。前述し

たように、必ずしも予定していた収容期間内に治療を終えるとは限らず、予想外に刑期が早まり、

服薬途中で出所となつた事例もある。その際、出所後の患者の治療支援は保健所が担うこととな

るため、その可能性も常に念頭におき調査を実施する必要がある。

現在、積極的疫学調査における患者調査表は標準化されたものがなく、従つて現状調査からも

独自の調査表を作成、使用している保健所、日頭のみで情報を得ている保健所、また情報が得ら

れずに患者登録票が自紙に近いと回答した保健所等、対応に差がみられた。従つて今回、前述し

た「接触者検診の手引き」の付表にある結核の積極的疫学調査票を基に、刑事施設の特性を加味

した調査票を作成したので提示する (参考様式 1)。 調査項目は刑事施設担当者及び本人面接の

両方から収集することを想定しており、またあくまで施設から聴取することが望ましい項目の案

なので、状況に応じて柔軟に活用されたい。

また、情報の種類によつては刑事施設内の担当が異なるので、どの情報をどこから収集するか

を事前に把握しておくことで適切で効率よく情報収集が行える。詳細な組織図はそれぞれの刑事

施設によつて異なるが、各施設のホームページ等から閲覧が可能である。主な部及び室の名称と、

所掌事務に関しては巻末資料を参照されたい (資料 3-1、 3-2)。 例えば中型の A指標一般施設

を管轄内に持つ U保健所は、積極的疫学調査の際、医療情報は医務部、また生活歴、家族歴等は

処遇部に協力を依頼し、確認している。中型の B指標一般施設を管轄内に受け持つ T保健所は、

医療情報は医務部、移送や釈放に関しては分類部に依頼している。また、この際に刑事施設側の



窓口となる担当者をできるだけ一人に決めてもらうことで、情報の流れが一本化し、連絡を円滑

に行うことが可能となる。

口 患者の情報収集に関するまとめ

1.日 頃の連絡の中で、結核発生時における積極的疫学調査の目的や必要な情報項目を事前

に説明し、理解を得ておく。

2.結核発生時は文書にて協力を依頼し、刑事施設担当者と直接会つて協議する。
3.情報収集の際は、患者が刑事施設被収容者であることに付随して調査を行う。
4.情報源は複数の部署である可能性があるため、窓口をできるだけ一本化してもらう。



図 3:X保健所に発生届と併せて提出された経過報告書 (X保健所より提供)

感染症の予防及び感染法の患者に対する医療に関する法律

第 12条第 1項による届出

患者氏名: OOOO     (男 )

生年月日 : 00年 00月 00日
患者住所 :  不定
本籍地 : OOOO
職業 : O000          世帯主名 : OOOO
病名 : 0000          病型 :(学会分類)OOOO
発病年月日 : 不辞
初診 : 平成OO年00月 00日   診断 : 平成00年OOttOO日

平成OO年 00月 OO日
医療機関名   000000
所在地     OO0000

診断した医師の氏名

病院の管理者氏名

<保健所への連絡事項>
発見方法  胸部 X線間接撮影    平成OOttOOtt OO日 実施 (胸部異常陰影)

胸部 X線直接撮影         00月 OO日実施 (胸部異常陰影)
喀痰塗抹検査 (+― )        00月 00日から同月OO日まで実施

(00月 OO日判明)
結核菌群 PCR検査 (+)      OOttOO日 実施 (OOttOO日判明)
OFT検査          OOttOO日 実施

結核の既往      無
症状の有無     無
合併症の有無    無

参考事項
1.治療開始について
(1)平 成00年OO月 00日、入所時健診にて胸部 X線関節撮影を実施したところ、異常陰影が確認されたも
のの、肺結核に関わる既住がなかったことから、病棟へは収容せず、一般居室 (単独室)へと収容した。

(2)同 月OO日、入所時健康診断において、胸部異常陰影が確認されていたことから、診察及び胸部 X線直接
撮影を実施したところ、異常陰影が確認されるとともに、本人が、痰がたまに出ること及びOO月前に福
祉施設にて、肺結核の者と一緒に生活していたことを述べたことから、接触者として肺結核に感染してい
る可能性を思慮し、肺結核診断のための各種検査を実施することとした。

(3)同 年OOttOO日、同月00日、同月OO日 、喀痰塗抹検査を実施したところ、同月OO日 いずれ陽性 (+
―)の結果であることが判明したことから病棟へ収容した。

(4)同 月OO日 、同月00日に実施した結核菌群 PCR検査の結果が陽性 (+)で あると判明した。
(5)同 月00日、当所医師による診察を実施したところ、肺結核であるとの所見が示されたことから、本人に
治療の説明がされ、同月OO日から投薬による治療の開始が予定されている。

処方薬 OOOO、 OOOO、 OOOO
2.家族構成、同居人等
同居人なし

3.OOoo入 所前の状況
平成OO年00月OO日、0000か ら入所した。
なお、本人は入所前、000の 福祉施設OO寮に居住していたと述べており、同施設での生活状況について
は、1部屋で 20名程度の者と一緒に生活し、その中で 7か ら8名の者が咳をしていたとのこと。



2.患者訪問及び保健指導

1.患者訪間の状況

通常では医療機関等からの情報を参考にして、保健所は患者本人への訪間・面接等を実施す

る。海外では患者が被収容者である場合でも面接が推奨されている。例えば英国の指針では治

療開始後一週間以内に肺疾患専門病院に勤務している看護師が刑事施設を訪れ、患者に対して

治療に関するカウンセリングを行うことを推奨しており
20、 シンガポールでは刑事施設の結核

患者は必ず政府系の病院の結核予防部の看護師による訪間を受けている。

しかし現状調査によると、本邦では患者が刑事施設の被収容者である場合、面接は必ずしも

実施されていなかった。調査に協力した 29保健所のうち、31%が結核発生時に患者本人を面

接しており (9/29)、 うち感染性患者のみに面接をしている保健所が 2箇所であつた。また 4

施設は面接の実施例は未だないが、刑事施設に申請すれば許可は下りるであろうと回答してい

た。面会を実施している保健所の多くは一般面会と同様の手続きを通して患者と会っていたが、

一方で診察室等で面接を実施している保健所もあつた。また、面会実施の可不可は特に刑事施

設の収容人員や種類 (拘置所、刑務所、A指標、B指標等)に影響されていなかったが、一方

で面接が許可されるまでの経緯に関しては、回答者より「繰り返し、面接の重要性を説明する

こと」「刑事施設担当者と直接会つて協議すること」といった共通する回答が聞かれた。

一方で面接を実施していない個々の理由は様々であつたが、それらは主に「刑事施設側でや

つてくれているという意識があり、面接の必要性を感じなかった」という保健所側に起因した

初発慮者 と面接を実施 している保健所

Y保健所 :

管轄内にある大型の A指標一般刑務所より年間に 2～3件の発生届を受理する。感染性
の高い患者が初めて発生した際に刑事施設と協議し、面会等のことも含めて色々と取り決め
をした。現在は面会の日取りを事前に刑事施設に連絡したうえで、一般面会と同様の手続き
で患者と会つている。

S保健所 :

管轄内にある中型の B指標一般刑務所より年間に
'2～ 3件の発生届を受理する。「これ

までに患者と直接会えるという考えがなかつたが、他の施設では保健師が刑務所の患者に会
つているという話を研修で聞いてそれを刑事施設に伝えたところ、許可が下りるようになつ
た。』現在では一般面会と同じ手続きで患者と会つている。

R保健所 :

管轄内にある拘置所より年間 1～ 2件の発生届を受理する。必ず毎回患者と会っている。
こ応、事前に刑事施設に連絡はしておくが、基本的には一般面会と同様の手続きで当日に申
し込む。面会時間は 30分と決められているが、必要時は延長してもよいことになつている。
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理由と、「面接を要請したが断られた」という刑事施設側に起因した理由の 2つにわけられた。

これらの理由に対して、以下に刑事施設において結核患者が発生した際に、面接が必要か否か、

また保健師による面接を実施する際の法的な根拠の二つの視点に基づいて述べる。

2. 患者が刑事施設被収容者である場合に面接は必要か

保健所は届出を受けた全ての患者に対して、可能な限り家庭訪問 (入院中の場合は病院訪問)

による面接を行うとしている。面接の主たる目的は患者の不安の軽減を図りながら結核の基本

的な知識を伝え、規則的な服薬の動機づけを行うことである。また、患者面接の法的根拠であ

る感染症法第 15条は、「都道府県知事は、感染症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、

動向及び原因を明らかにするため必要があると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感

染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑

似症患者及び無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそ

れがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要

な調査をさせることができる」としており、患者が刑事施設の被収容者である場合でも、その

こと自体が面接を省略する根拠にはならない。確かに患者が刑事施設被収容者である場合には

診断が下された以上、治療は必ず開始され、また服薬行動も監督下におかれる。一方で刑事施

設内の保健指導が常に十分に行えなかった場合、患者が治療に対する理解が不十分なまま治療

途中で出所することも想定される。保健所はあらゆる可能性に対応するためにも、患者本人と

直接面接を行い、個々の患者の状況を把握し、信頼関係を築いておくことは必要である。保健

指導の内容については「感染症法における結核対策」 (平成 25年改訂版)に記述されている

が、主なポイントとしては下記の 3点が挙げられる。

1. 結核という病気の性質や、治療期間中に確実に服薬することの重要性、使用され

ている薬の副作用などについての説明。

特に治療途中で出所する可能性がある患者の場合は、出所後の服薬確認及び支援

の説明。

特に治療途中で出所する可能性がある患者の場合は、出所後の法による医療費公

費負担制度・登録・治療終了後の精密検査についての説明。

また、面接を行うことで接触者の範囲や感染源の把握など、広範囲な内容の情報聴取も得ら

れやすくなる。患者が他施設にて治療を受けることになっている場合でも (すなわち移送が事

前に決まつている場合)、 手続きには通常 1～2週間かかるので、移送前に面接を実施するこ

とは可能である。例えば、実際に Q保健所管轄内にある刑事施設では、結核が発生した場合、

患者は必ず管轄外の施設に移送され、治療を受けることになつている。従つて Q保健所は発生

届を受理した翌日までには面接を実施し、必要な情報を収集し、移送先を管轄する保健所に登

録票を送付している。調査項目の詳細は前述した参考様式 1を参照されたい。



3.保健師による面接の法的根拠

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第 Hl条等の規定により公的機関の職員と

の公用を理由とする面会は許可の対象となっている (参考資料 :4)。 同法によると刑事施設の

長は受刑者に対する面会の申し出があつた場合に「その者との交友関係の維持その他面会する

ことを必要とする事情があり、かつ、面会により、刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生

じ、又は受刑者の矯正処遇の適切な実施に支障を生ずるおそれがないと認めるとき」は、これ

を許すことができるとされている。従つて感染症法第 53条の 14に基づき、患者面接の重要性

及び必要性を説明したうえで、保健師が患者に面接を要請することに対して、刑事施設の長は

「秩序を害する結果を生じ」、「矯正処遇の適切な実施に支障を生ずる」おそれがあると判断

しない限りは、面会は認めることができると定められている。

従って、保健師が面接を実施できない可能性として考慮すべきは患者本人が保健師による面

接を拒むという場合や、保健師の安全性を考慮したうえで、刑事施設が面接を許可しない場合

などである。現状調査でも面会を要請した際に、患者本人に断られたという事例の報告が一件

あつた。後者の場合は、情報収集を刑事施設担当者に依頼するが、その際には積極的疫学調査

のために必要であるであることを説明し、参考様式 1を活用するなどして情報に漏れがないよ

う努める。一方で前者の場合は、患者が結核に対する理解が不足している為に面会を断る可能

性も考えられる。その際は保健師より結核治療や支援の説明を受けることが患者にとって有益

であること等を、できるだけ刑事施設担当者より患者に説明してもらうよう依頼することがで

きる。但し中には、うつ病などの精神疾患で「誰とも会いたくない」というケースや、「今日

は調子が悪いから、人に会いたくない」というケースも考えられるので、しばらく時間を置い

てから再度面会を申し込むなどして柔軟に対応する。

3.治療期間中の刑事施設 との連携

一般社会においては、治療中の患者に関しては、保健所は DOTSカ ンファレンスや連絡会に

参カロするなどして医療機関との連携を深め、対象者の病状や治療状態の把握に努めることが重

要である29。 _方で今回の調査より患者が刑事施設の被収容者である場合は「刑事施設に任せ

てある」という認識から特に治療中の患者に対する積極的な関わりは必要ないと考えていた保

健所が少なくないことが示された。

日 ,者 ■間及び保健指導のまとめ

情報収集及び患者教育、信頼関係の構築は出所後の経続支援にも大きく影響することか

ら、例え患者が刑事施設被収容者であっても面接は必要である。

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第 ‖1条等によって公的機関の職員と

の公用を理由とする面会は許可の対象となつている。

面接が拒否された場合は様々な理由が想定できるので、柔軟に対応する。
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しかし海外では刑事施設内の DOTS実施にも関わらず治療失敗率や、DOTS導入後も MllR―TB

を含む薬剤耐性結核の罹患率が高率であることが報告されている30,31。 本邦においても刑事施
設における結核医療は結核診査協議会の対象とはならないため、標準治療に準じているかを適

時確認する必要がある。現状調査からも「薬剤感受性試験未実施」「4剤 (HREZ)で半年以上

治療」「不適切な治療による耐性化」「精神疾患があり途中で服薬を拒否していた」などとい

つた事例も開かれたことから、刑事施設であつてもDOTSは万全ではないことが示唆される。

従つて刑事施設には保健所、地域やその他の関係機関と共に結核対策における「患者の治療完

了」という目的を共有しており、その際には連携と情報の共有が不可欠であることを理解して

もらう必要がある。

一方、現状調査では、結核患者が発生した後、患者が他施設に移送されずに管轄内の刑事施

設において治療を続ける場合に該当保健所の 36%が月に 1-2回、定期的に刑事施設に電話で連

絡をとり、治療の経過を把握していた一方で、4施設が「必要時のみに連絡」1施設が「特に

意識して連絡はしていない」と答えていた。このなかで、大型のB指標刑事施設を管轄内に持

つ V保健所は年に 4回、定期的に刑事施設の医師等とカンファレンスを実施している。カンフ

ァレンスの内容としては胸部 X線の比較読影、治療内容、菌検査、治療期間、管理検診、接触

者健診状況についての確認や助言、新たな入所者の治療状況等の確認、助言、及び出所予定が

決まっている被収容者に関して、事前に出所日等の情報の確認がある。V保健所と刑事施設は

それ以前から年に一度の連絡会を開催していたが、それでは時宜を得た治療状況の把握や出所

後の管理検診の勧奨が実施できなかつたことから、刑事施設担当者と協議を重ねミ年 4回の実

施に合意した。V保健所の許可を得て、表 1に V保健所と刑事施設とのカンファレンスにて対

象となった患者の例を挙げる。この例では対象患者 16名 であったが、うち 5名が薬剤感受性

結果が「不明J、 4名が感受性結果「未確認」、9名が 3剤あるいは 4剤で半年以上治療、1

名が施設内 DOTSの状況が不明であつた。

V保健所の管轄内にある刑事施設は収容人員も多く、年間に約 2～3件の新規結核患者の発生

届が提出される。また、移送されてくる患者も多く、定期カンファレンスの対象には常に 15

～20人ほどの患者がいる。従つて年 4回の定期カンファレンスは妥当であり、その回数は刑事

施設を管轄内に持つ保健所全てが必要とするものではないであろう。一方で V保健所と刑事施

設とのカンファレンスの内容は、本邦の現状において刑事施設との協力や連携、情報共有に関

する可能性を示しているとも言える。課題は未だあるものの、担当保健師は「定期的に担当者

と会うことで風通しがよくなり、相談関係が構築できた」とし、そのことで情報交換の質と量

が向上し、患者支援にも繋がっていると考えられる。

また、刑事施設における結核診療は結核診査協議会の対象外ではあるが、前述した Y保健所

は治療の妥当性に関して助言を得るために、発生毎に刑務所に診断書の作成・提出を依頼し、
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胸部 X線フィルムと共に診査会に提示している。意見等があつた場合は診査会意見として刑務

所長宛てに文書で伝えている。

患者が移送となった場合は、元の刑事施設担当者あるいは移送先の管轄保健所を通して状況

を把握している保健所が多い。患者が移送された際は、治療終了後に元の刑務所に戻つてくる

場合、移送先の施設から満期出所する場合など、患者の状況によつて連絡の必要性や頻度など

は異なってくるが、保健所と刑事施設は様々な可能性を想定し、協力し合うことで、患者が最

後まで治療を終えられるよう支援体制を作つていくべきである。

lttF療期間中?連携に関するまとめ

1.患者の治療完了という共同の目的意識を持つ・持つてもらう。
2.定期的な連絡をとり、治療内容、菌検査、治療期間、管理検診、接触者健診状況等の確認
を行う。

14



表 1:V保健所と刑事施設の定期カンファレンスにおいて対象となった患者一覧 (一部抜粋)

No 氏名 年齢 病名 登録 日 転入 日
診断契

機
病型

登録時菌所

見

剌動
治療内容

管理

終了日

出所

予定日
対応 問題点

塗抹 培養 内容 開始日 終了日
服薬

期間

1 ○ ○ 30千ヽ 肺結核
HOO
O.〇
HOO
O.〇

○○入所

時の健診
rII11 (― ) (― ) 不 明

Ｚ

冊
↓
皿

HOO
O.〇
HOO
O.〇

○○日
HOO
O.〇
HOO
O.〇

HOO.〇.0に
面接。

出所後本人よ

り電話、OOで
生保受給→O
Oヘ ビジ転送

前管轄保健所で

は詳細を把握し

ていない、転出

後のビジ転送が

遅い。

HREZで一年以上

治療

2 ○ ○ 40代 肺結核
HOO
O.〇
HOO
O.〇
OO入所
時の健診

bI12 G2 (+) (+) 躙
畑
HOO
O.〇
HOO
O.〇

○○ 日
HOO
O.〇
HOO
O.〇

面接 日程調整

のため刑務所

に連絡したが

既に出所。刑務

所が把握して

いた居住地に

ビジ転送。

出所予定前に仮

出所するケース

に対して出所前

面接が実施でき

ない。

○ ○ 30代 肺結核
HOO
O.〇
HOO
O.〇

○○入所

時の健診

※  DM

rII12 (― ) (― )

HRESに

耐
男:l紙
HOO
O.〇
HOO
O.〇

○○ 日
HOO
O.〇
HOO
O.〇

治療期間、菌検

査の頻度等に

ついて情報提

供

不適切な治療に

よる耐性化。確

実に服薬確認さ

れていたか施設

内DOTSの状況が

不明。矯正施設

内の治療状況を

把握するシステ
ムがない。

他 16名

注 1:実際は氏名はイニシャルにて把握
注 2:実際は実年齢を把握
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4.患者が出所する際の対応

出所者の多くは職や住居の確保など様々な問題と直面しなければならず
32,33,34、
治療中断率

が高い。海外では治療途中で出所した患者の 40%か ら90%が追跡不能となつたと報告されて

いる35,36,37。 序章でも述べたように、本邦でも年間に約 1割の結核患者 (休養患者)力 未ヽ治癒

で出所している (表 2).

又、この数字には治療終了後 2年未満の者は含まれていないので、管理検診期間中の出所者

の数は把握されていない。いずれの場合も患者が刑事施設を出所した際は、保健所が服薬終了

あるいは再発予防のための支援を引き継ぐこととなっているが、日井によると調査期間中に刑

事施設を出所した結核患者 73人中、継続支援を提供できたのは 20人 (27.4%)であった 20。

患者が出所する際の保健所の対応には、適切な患者教育と治療中断リスクの評価、及び服薬

支援体制の調整の 3つの側面があるが、これらを遂行する際に不可欠なのが出所前の患者面接

と刑事施設及びその他の期間との情報共有と連携である。

1.出所前の患者教育

USAIDに よるガイドラインは治療途中に出所する患者に対する支援の中核的な要素の一つと

してアドヒアランスを向上するための介入、すなわち出所前の患者教育を挙げている。又、英

国の指針は、治療途中で患者が出所する際はケースカンファレンスを開催し、出所後の治療の

みならず住居やその他の福祉支援の確保などについて刑事施設と協議し、出所する前に患者に

対する教育 。指導を行うべきとしている。一方で海外では患者のアドヒアランス向上を目的と

した様々な取り組みも報告されている。例えば無作為化試験によつて出所前に教育を受けた群

と受けなかった群の、出所後の治療完了率を比較した報告では、教育を受けた群はコントロー

ル群と比較して治療成功率が 2倍高かつた 32。 また、別の取り組みに関しては出所後の患者に

対しアウトリーチ支援とインセンティプを組み合わせた介入を行うことで、出所後に医療機関

を訪れた患者の割合を20%以下から92%ま で向上させることができたことが報告されている
38。

表 2: 結核休養患者中、当該年度に未治癒で出所した者

午 2006 2007 2008 2009 2010 2011

全結核休養患者数 399 295 208 183 240

うち未治癒で出所 36 38 29 18 26

害山合 (%) 10.6 11.6 12.9 13.9 9.5 9.8 10.8

資料 :矯正統計年報 Iよ り作成
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本邦において患者教育の基本は面接である。自井によると継続支援ができた保健所の 78%が

患者と面接しており、また保健師が結核患者と面接した場合は継続支援につながる割合が高か

った 16。 _方で現状調査では、治療中または経過観察期間中に出所となった患者の事例がある

27保健所中、出所前に患者と面接を実施していた保健所は 37%であり (27施設中 10施設、う

ち 1施設は、事例はないが今後要請すれば面接は可能と回答)、 出所前に患者と面接を実施し

ていた保健所のほぼ全てが、結核発生時に患者と面接をしていた。

また、現状調査によると出所前に患者本人と面接を実施していた 9施設のうちの 1施設は出

所前に患者を含め保健師、刑事施設担当者などでカンファレンスを行っていた。P保健所は管

轄内に小型 B指標一般刑事施設を受け持ち、年間 0～ 1件の発生届を受理する。出所前カンフ

ァレンスは未だ 1名 しか経験がないが、今後も刑事施設の了解が得られるのであれば治療中、

あるいは管理期間中で出所する患者に対して実施する意向がある。出所前に患者を含めた合同

カンファレンスを実施している施設はP保健所のみであり、患者管理及び継続支援のための適

切な情報共有が可能である具体的な事例である。P保健所の許可を得て、下記にカンファレン

スの内容を紹介する。

P保健所と刑事施設における出所前カンファレンスの例

場所 : 刑事施設
時期 : 出所予定日6日前
参加者 :患者、刑務所より医務課長、嬌正処遇官 2名、保健所より保健師 1名

患者の概要 :

40歳代男性、入所後 1年半時点で診断 (肺結核 bH 12ヽ 結核性胸膜炎)。 約 1年の抗結核
薬治療を終了し、治療終了後、管理検診時期に満期出所。出所後の連絡先の提供あり (帰住
先の住所及び電話番号)。

カンファレンスの内容 :

説明用バンフレットを患者に渡し、結核 (症状や発病など)、 管理検診、今後の生活上
の留意点、転居時の連絡について説明を行つた。本人からは出所後は実家で過ごそうと考え
ていること、仕事で海外に行く予定があるが時期は未定であること、出所後すぐに医療機関
を受診予定であること、が話られた。転居時の保健所への連絡について再度話をしたところ、
「必ず保健所に連絡します。」との返答だった。
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面接を行つていない場合は、刑事施設担当者に指導を依頼したり、出所後の治療に関する情

報をチラシなどといった印刷物を通して伝えたりする保健所が大半であつたが、継続支援に繋

がつた事例は、面接した場合に比べて少なかった。一方で、2保健所では患者と手紙のやりと

りを通して継続支援につなげた。面会と同様、原則として受刑者及び未決拘禁者と公的機関の

職員との間の信書の発受は認められており (参考資料 4-1)、 面接が何らかの理由で不可能な

場合は、文書のやりとりは患者本人と直接関わり合い、信頼関係を築く中で服薬の重要さを伝

える有効な手段の一つとして考えられる。

2.治療中断リスクの評価

本邦において刑事施設の被収容者における出所後の服薬中断のリスクに関する調査は行わ

れたことがないが、海外の報告ではリスク因子として住所不定 (ホームレス状態)、 無職、ア

ルコール問題、薬物依存、HIVや肝炎などの合併症、外国生まれなどが挙げられている 28,3235。

また、刑事施設の出所者は服薬継続の可能性が帰住先などによつて大きく左右され、更には一

般人口における一般的なリスクとも異なる場合もある。詳しくは次節にて述べるが、例えば満

期釈放者は仮釈放者よりも服薬中断リスクが大きいと考えられる。また、一般人口において高

齢や身体あるいは知的障害は服薬中断のリスク要因として認識されているが、刑事施設出所者

の場合、65歳以上で障害など一定の条件を満たすと「地域生活定着支援センター」で社会復帰

のための支援を受けられるようになる。従つて、高齢で福祉サービスを必要としている者のリ

スクはかえって低く、逆に若年層～壮年層で特に身体的、精神的に問題がないと判断された者

の方が、リスクが高くなることが予想できる。

言うまでもなく、出所前にリスク評価を行い、リスク程度に応じた服薬支援を行うことは治

療完遂に大きく貢献する。現に新宿区、東大阪市、和歌山市ではリスク評価に基づく服薬支援

の実例
39,40ゃ
その効果

41,42が
報告されている。今回、東京都及びその他の自治体が使用している

リスクアセスメント表を基に、刑事施設という特殊な環境から出所する患者の特性を加味した

服薬支援計画票及びリスク評価表を作成したので案として提示する (参考様式 2)。 出所前に

患者に関する情報を取得していると答えた 23施設中のうち、6か所が患者との面接を通して患

者本人から出所後の行き先、家族情報や身元引受人の氏名・連絡先等を把握しており、中には

出所後に関する情報については、患者から直接聞く分には問題ないと刑事施設担当者から言わ

れている保健所もあつた。従つて、服薬支援の計画及びリスク評価は刑事施設担当者からの情

報及び患者との面接の両方からの情報を基に行うことを推奨する。

また、本来リスク評価は一回限りのものではない。治療途中で出所となる可能性がある患者

には、1回 目の評価は刑事施設職員に依頼、2回目の出所直前の評価は保健師が行うなどして、

数回行うことが理想である。収容期間中に何度も患者と会うことが難しい場合は、リスク評価
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に必要な情報は刑事施設職員及び本人との面接から収集するが、出所前の面接は保健師が患者

と直接会うことが望ましい。

3.服薬支援体制の調整

患者が出所後も継続して治療を続けられるよう支援するためには、刑事施設のみならず、

様々な関係機関と情報を共有し、早い段階から服薬支援の計画を立てる必要がある。刑事施設

との情報の共有に関しては、自井の調査からは継続支援ができた 11保健所のうち、9か所(82%)

が出所前に患者の情報を入手できていたと報告している。又、現状調査からも出所前に患者の

出所時期を把握していた保健所は 27施設中 23施設 (85%)出所時期に加えて帰住先あるいは

出所後の連絡先を把握していた保健所は 18施設 (66%)であったことがわかっており、6割以

上が出所時期や帰住先といつた必要最低限の情報を刑事施設と共有ができていることが示唆

された。しかし、事前の情報提供はほぼない、と回答した保健所が 2箇所、出所時期に関して

は毎回ほぼ出所日当日に知らされる回答した保健所が 1か所、毎回の情報提供は難しいと言わ

れている、と回答した保健所が 1か所あり、刑事施設側の対応に差が生じていることも事実で

ある。

情報が全く入手できない理由としては「個人情報保護等の理由で刑事施設から提供がない」

ことが挙げられた。これに対しては初動調査と同様に、服薬支援の計画を目的とした患者情報

は行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律の第 8条 2項に該当することを説明し、担

当者と協議を重ねることで理解と協力が得られるものと考えられる。実際に矯正医学を目的と

する日本矯正医学会の学会議、「矯正医学」に掲載された結核に関する報告の中にも、結核治

療の流れとして治療途中で出所の場合はその旨を保健所に連絡する、と記述されている43。 従

つて法的拘束力はないものの、刑事施設も治療途中で患者が出所する際は原則として保健所ヘ

の連絡をすると理解されていると思われる。

その一方で帰住先に関しては、患者が仮釈放なのか満期釈放なのかによつて帰住先のパター

ンが異なり (図 4)、 また刑事施設側の把握状況が異なつてくるので注意が必要である。
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日配偶者

口雇主

日兄弟・姉妹  □その他の親族
□更生保護施設等目帰住先不明

仮釈放

満期釈放

資料 :平成 24年版犯罪自書より抜粋

図 4:受刑者の帰住先月1構成比 (出所事由別 )

仮釈放の場合、帰住先の住居が安定して居住できることや、更生に適切であること等が仮釈

放の条件の,つになつているため、出所後の所在が明確にされており、刑事施設も把握してい

る。従つて、保健所は出所前にその情報を刑事施設から把握しておけば継続支援を実施できる

可能性は高くなる。一方で満期釈放の場合、受刑者が出所時に伝える住所地は自己申告であり、

その後の引つ越し等も自由である。従つて、本人による申告によって刑務所が把握した住所に、

実際に帰住するかは不明である。また、図 4にもある通り、刑事施設出所者は年間約 3万人い

るが、そのうちの半数が満期出所者であり、その約 4割が帰住先が明確となっていない出所者

である。
44従つて満期出所の場合、刑事施設が出所者の帰住先を把握できないという状況があ

ることも事実である。

次に連携に関してだが、出所後の服薬支援の計画する際には医務課、医務部の職員だけでは

なく、被収容者の出所時の調整を担当する分類部 (あるいは分類審議室等)の職員と連携を図

る必要がある場合も考えられる。また、2009年から全国の刑務所に社会福祉士が配置されてお

り、出所前から生活態度などを指導する他、出所後に生活する予定の地域の保護観察所と連携

し、受け入れ先の福祉施設や福祉サービスの準備などを行つている。例えば出所者は一定の条

件を満たすと「特別調整」の対象となり、保護観察所を通して地域生活定着支援センターで社

会復帰のための支援を受けることができる (表 3)。 2012年 3月 までに全都道府県に設置が完

了し、具体的には対象者のニーズの確認や、帰住先において受入施設の斡旋や、福祉サービス

等の申請支援等のコーディネー ト及びフォローアップ業務を行つている。保健所としては出所

する結核患者が特別調整の対象者となるか確認し、対象となる場合は社会福祉士,と連携し、結

核の服薬支援のための体制を調整する。
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表 3:特別調整の要件

患者に家族や友人・知人などから協力を得ら

れる場合は、可能な限り出所前から連絡を取る

が、そういつた援助が得られない出所者の行き

先としては更生保護施設や自立準備ホーム、自

立更生促進センター及び就業支援センターな

どが挙げられる。更生保護施設では、様々な理

由からすぐに自立更生をすることが困難な出

所者に対して宿泊場所や食事の提供をする他、

飲酒や薬物と言つた問題を抱えている入所者

には専門的な処遇も行つている。全国に 104か

所設置されているが、年間約 3万人の出所者に

対し、2012年現時点で、刑務所の出所者のうち

6分の 1、 その他を含め年間 1万人程度が同施

設で保護を受けている。

また、自立準備ホームは行き場のない出所者

等の帰住先の確保を目的とし、2011年度から

「緊急的住居確保 。自立支援対策」の一環として実施されている。NPO法人や社会福祉法人な

どが予め「自立準備ホーム」として保護観察所に登録し、保護が必要とされた出所者に対して、

宿泊場所や食事の提供を委託する形で運営している。施設の形態は様々であり、複数の人が集

団生活をするところもあれば、普通のアパー トを借りて、それを利用しているところもある。

しかしいずれの場合も自立準備ホームの職員が毎日生活指導や集団カウンセリングを行うな

どして、自立を支援している。更生保護施設と自立準備ホームは受刑者には選択権がなく保護

観察所が決定するため、保健所としては出所が決定した結核患者に、それらの施設への入所予

定があるかを、刑事施設職員を通して確認し、入所が決まっている場合は服薬支援のための連

携を図る。

自立更生促進センター及び就業支援センターは刑事施設内での成績が良好であり、尚且つ適

切な受け入れ先を確保できない出所者を仮釈放で受け入れるための施設である。センターでは

保護観察官が生活指導を行うほか、就職活動やセンター退所後の住居の確保を支援しているが、

2012年 3月 時点で、全国で運営されている自立更生促進センター及び就業支援センターは 4

施設に留まる
it

」福島自立更生促進センター (福島保護観察所に併般、2010年 8月 に運営開始)、 北九州自立更生促進センター
(福岡保護観察所北九州支部に併設、2009年 6月 に運営開始)、 沼田町就業支援センター (旭川保護観察所沼田駐在
官事務所に併設、2007年 10月 に運営開始)、 茨城就業支援センター (水戸保護観察所ひたちなか駐在官事務所に併
設、2009年 9月 に運営開始)

1.高齢であり (概ね 65歳以上)、 又は身
体障害、知的障害もしくは精神障害があ

ると認められること。
2.釈放後の住居がないこと。
3.高齢または身体障害、知的障害もしくは
精神障害により、釈放された後に健全な

生活態度を保持し、自立した生活を営む

上で、公共の衛生福祉に関する機関その

他の機関による福祉サービスを受ける

ことが必要であると認められること。
4.円滑な社会復帰のために、特別調整の対
象とすることが相当であると認められ

ること。
5.特別調整の対象者となることを希望し
ていること。
6.特別調整を実施するために必要な範囲
内で、公共の衛生福祉に関する機関その

他の機関に、保護観察所の長が個人情報
と提供することについて同意している
こと。

(平成 21年 4月 法務省保観 244号 法務省
矯正局長・保護局長通達)
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また、前述したように身元引受人がおらず、尚且つこれらの施設には入所しない、あるいは

できない満期出所者が毎年 6000人おり、その中に含まれる結核患者の多くは出所後に衣・食・

住・職といった包括的支援を必要としており、服薬中断のリスクも高いことが想定される。こ

れらの出所者に対しては出所前から住民票の有無や健康保険の確認、経済状況などを確認する

必要がある (参考様式 2)。 今後は、更生保護施設等の他にも出所者に対する社会復帰の支援

を実施しているNGOや就労支援を行う更生保護就労支援事業所等、HIV陽性者支援団体、薬物

依存症の患者支援団体等、幅広い機関及び保健所内の他部門 (精神保健、社会福祉等)と のネ

ットワーク作りが必要となってくるであろう。

1二重規の1査■牛時の対応に関するまとめ

1.服薬支援の計画を目的とした患者情報は行政機関の保有する個人情報の保護に関す
る法律の第 8条 2項に該当することを説明し、刑事施設の理解と協力を得る。

2.特に治療途中で出所する患者の場合は、出所時期、帰住先に加えて治療中断リスク
の評価に必要な情報も収集する。

3.患者本人との面接は治療中断のリスクを最小化する最も有効的な手段である。初動
調査同様、保健師による面接は認められているが、何らかの理由で不可となった場

合は、文書のやりとり等その他の手段を検討する。

4.患者の多くは包括的な出所支援を必要としており、結核の服薬支援はその中に組み
込まれることが望ましい。
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第二章 接触者への対応

原則として接触者への対応は「感染症に基づく結核の接触者健康診断の手引きとその解説」

(改訂第 5版)(2014年 3月 までに公表予定)、 (厚生労働科学研究新興 。再興感染症研究事

業、主任研究者 :石川信克)に基づく。そのうえで患者が刑事施設の被収容者であつた場合に

注意が必要な事項を本章に記す。

1.接触者健診実施主体について

接触者健診の内容と方法に関しては「接触者健診の手引き」に沿つて実施ができ、また結果

を保健所が詳細に把握することができれば、実施主体はそれぞれの地域の状況により刑事施設

でも保健所でも構わない。現状調査では接触者健診の実施例がある保健所 25か所中、22か所

が保健所主導あるいは共同で健診を行い、3か所が刑事施設に全面委託していた。

但 し刑事施設に委託する場合は、健診内容の質を確保するためにも下記の条件を満たしてい

るかどうか助言指導を行 う必要がある。

1.健診を担当する医師が接触者健診の手引きの内容を十分に理解 していること

2.健診機関が接触者健診実施のための十分な検査能力 (保健所との胸部エックス線の二

重読影に協力できること)を有すること

3.保健所が企画した健診計画に基づいて実施できること

4.集団感染等の事態が発生した場合に、保健所と健診結果の合同検討等について協力が

得られること。

(「感染症法に基づく結核の接触者健康診断の手引き)よ リー部抜粋)

また、現状調査の対象保健所の中には「刑務所は刑務所の法律で (健診)を行 うので基本的

にノータッチである」という回答も開かれたが、この認識には注意が必要である。確かに刑事

収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第 64条 には感染症予防上の措置に関する記述が

あり「感染症」の発生を予防するために、被収容者に対して健康診断、診療、またその他必要

な医療上の措置を執るものとしている。また同法第 61条は健康診断に関しては「収容開始時」、

「毎年一回以上定期的」、及びに「保健衛生上必要がある時」の健康診断を義務付けている。

しかし施設内感染対策の一環として、都道府県知事等からの勧告に基づく (感染症法 17条の)

健診ではなく、刑事施設が主体的に原因調査や感染拡大防止に取り組むといつた形で健診を実

施する場合でも、保健所はその内容や方法に関して助言を行 うなどして適切な関与が必要であ

る。
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2.初発患者調査及び感染性の評価

初発患者に対する情報収集や面接に関しては第二章の「1.患者発生の届出及び情報収集」、

及び「2.患者訪問及び保健指導」に記述されているので参照されたい。初発患者の感染性に

関しては刑事施設及び患者から収集した情報に基づき評価する。基本的に初発患者の診断名が

肺結核、咽頭結核、または喀痰検査で結核菌陽性の場合は感染源になりうると考え、喀痰検査

の結果、感染性の始期及びその他のリスクとなる行為や環境要因をもとに感染性の高さを評価

する必要がある。限られた例外を除いて、基本的に喀痰塗抹陽性結核患者は「高感染性」と評

価する。

結核の感染リスクを増大させる行動に関してはCDCのガイ ドラインでは激しい咳、歌うこと、

社会活動性が高いことなどが挙げられているが、飲酒や薬物使用も感染リスクを高める「社会

活動」であることが報告されており45,46、 特に患者が刑事施設の被収容者である場合はそれら

のリスク行動の頻度も高いものとして意識する必要がある。また、環境因子としては換気率が

低く狭い空間での接触も感染のリスクを高める因子とされており、福祉施設や ドヤなどの利用

や、留置施設などでの勾留期間など入所前の生活状況及び入所後の刑事施設内の行動範囲も考

慮して評価すべきである。

3.升J事施設における接触者の特徴

患者が刑事施設被収容者である場合、逮捕から入所までに至るまでの一般的な経過と、それ

ぞれの段階で接触し得る人を下記に示す。

逮捕→口置施設

田置施設とは警察署に設置され、警察に逮捕された被疑者や、勾留状によって勾留され

た被疑者や被告人を拘禁する施設である。警察に逮捕された後、取調・捜査するために引き

続き被疑者の身柄を拘束する必要がある場合に収容されるので、一般的には起訴が全て終了

した段階で拘置所に移管される。収容期間は 10日 ～20日 間程度だが、再逮捕や余罪の関係

で数か月から半年近く勾留される場合もある。
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患者が留置施設にて勾留されていた場合、接触者として検討すべき対象は同室者、留置

係員、取り調べに当たつた警察職員、検察官、面会人 (家族、知人、弁護士等)の他、一時

的に拘置所に移送された場合の移送に付き添つた職員等が挙げられる。

留置施設では室内の運動が自由で、相部屋になる場合も多いため、患者の勾留期間が長

いほど感染が拡大した危険性は高いと考える。特に大都市及びその周辺部を管轄する警察を

中心とした―都地域では、過剰収容が問題となつている。被留置者は月に 2回、嘱託医によ

る定期健康診断を受けている。

(口置施設)→拘置所

一般的には捜査が終了した段階で拘置所に移管され、検察官の起訴を受け裁判によって

量刑が確定するまでの間、収容される。多くの刑事施設には拘置所が併設されているが、東

京や大阪など大規模な拘置所は単独型である。また収容期間は犯罪の種類や内容等よつて大

きく異なる。例えば一般的に簡単な窃盗事件などは数か月程度で判決が確定することが多い

が、収容期間が数年に渡る被収容者もいる。

居室 (舎房)は共同室と単独室があり、特に事情がない限りは共同室に収容される。共

同室は通常 10帖ほどの大きさで、6～ 8人が収容されている。拘置所に収容されている期間

中の接触者として検討すべき対彙は同室者、面会人 (家族、知人、弁護士等)、 出廷した回

数によつては裁判官等、裁判にて接触があった人及び移送に付き添つた職員の他に、衛生係

と呼ばれる、拘置所内で所定の作業に就いている受刑者などが挙げられる。

接触者健診は初発患者の感染性の評価に加えて、これらの接触者の発病及び重症化のリスク

も評価する。前出の手引きでは接触者を「ハイリスク接触者」「濃厚接触者」「非濃厚接触者」

に区分しており、刑事施設においてはそれぞれを次のように定義する。

1.ハイリスク接触者

感染した場合に発病リスクが高い、または重症型結核が発症しやすい接触者。免疫不全 (HIV

など)生物学的製剤や副腎皮質ホルモンなど結核発病のリスクを高める薬剤治療を受けている

者、臓器移植者、人工透析患者、糖尿病患者、 (薬物、アルコール依存、喫煙)、 高齢者、等。

但し、一般人口と異なり、刑事施設における中高齢者の罹患率も高齢者同様に高いため II、 注

意が必要である。図 5は 2012年度における一般人口と被収容者人口 (男性のみ)の年齢別罹

患率を比較したものである。一般人口においては高齢者の罹患率がその他の年齢層′と比べて圧

倒的に高いが、被収容者人口では 50歳代、60歳代も同様に高いことがわかる。
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図 5:刑事施設被収容者及び一般人口における年齢別結核罹患率 (2012)
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また、HIV/AIDSに 関しては結核発病の最大のリスクと言われており、HIV低蔓延国ではその

発病リスクは約 34倍 と言われている。53また、多くの国で刑務所人口におけるHIV陽性率は一

般人口の 6～50%高いと言われており (表 4)54、 例えば英国などでは全ての結核患者には VCT

(自発的に受けるカウンセリングとHIV抗体検査)を勧めている。日本の刑事施設においても

入所時健康診断及び定期健康診断の項目は

規則第 29条及び医療訪1令第 9条に規定されて

いるほか (資料 :5)、 発病リスクの高い被収容

者等にHIV検査、特定検診、肝炎ウイルス検査、

胃検診、乳がん検診、子官がん検診を実施して

いるが、できる限り保健所としては刑事施設に

対してHIV/AIDSが 結核発病の高リスク要因で

あることを説明し、年齢や生活歴などからHIV

感染の疑ぃがもたれる者には検査を推奨する

べきである。

2.濃厚接触者

初発患者が感染性であつた時期に長時間、高頻度、あるいは濃密な接触があつた者。「長時

間」に関しては科学的な根拠に基づいた明確な基準はない。WHOの 「航空機内での結核対策ガ

イ ドライン」は 8時間以上をカットオフ値としているが、これは航空機内の特殊な空調システ

ムが機能していることを前提としており、換気が不十分な部屋等での接触には当てはまらない

と考えるべきである。刑事施設においては8時間以内であっても同室者、初発患者と同じ作業

場にて継続的に作業していた者、初発患者と日常的な接触のあった刑事施設職員等は濃厚接触

者とみなすべきである。また既に退所した受刑者や退職 。移動した職員、入所前に患者と生活

表 4:刑事施設被収容者の HIV陽性率

国名 n 年 HIV

陽性率

ブラジル47 693 1995 14.4

ェチォピァ48 450 1998

イン ド49 249 NA

スコッ トラン ド

50

978 1994 0.9

米国" 9080 1988-9 4.1

イラン
52 5530 2009
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していた者 (家族、職場の同僚、同居人等)でも感染期間中、すなわち診断から3か月前以内

に濃厚な接触があったと思われる場合は接触者健診の対象とする。

3.非濃厚接触者

濃厚接触者ではないが、接触のあった者。 (数回、初発患者を訪ねていた、週に一回程度、

短時間で会つていた、など)

4.優先順位の決定

前出の手引きでは初発患者の感染性の高さ及び始期、接触者の発病リスクの両要因を考慮し

て、リスクの高い集団を優先して段階的 に (同心円方式により)接触者健診を勧めるとして

いる。同手引きにはそれぞれの対象者を設定するための流れが紹介されているが、手引きを基

に下記に刑事施設の特殊性を加味した接触者の例を示す。

最優先接触者

同室者 (留置施設・拘置所の同室者も含む)、 前述したハイリスク因子を有する者。

優先接触者

上記以外に初発患者と日常的な接触があつた者 (刑務官、医師、看護師等)、 短時

間でも濃厚な接触があつたと思われる者 (警察職員、検察官、移送に同行した職員、

裁判官等)。

その他接触者健診を優先すべき要素ありの者hi。

低優先接触者

初発患者に週一回程度面会にきていた者、初発患者と日常的な接触がなかった職員

等。

対象者の選定は可能な限り刑事施設担当者と直接会つて協議を行い、初発患者との面接、施

設内の見学等を実施した上で行うことが望ましい。また、接触者の一覧を刑事施設に依頼し、

それに基づいて保健所が優先度を判断する場合は「記載漏れ」がないように予め接触者の定義

の説明を行い、必要な情報項目をリストに作成して刑事施設担当者に協力依頼をするとよい

(表 5)。 その際は接触者健診に必要な情報は感染症法第 15条 に基づき行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律の第 8条 2項に該当することを説明し、基本属性や接触状況、現在

の症状に加えて、可能な範囲でその後の健診を計画する際に必要と思われる事項も収集する必

要があることを説明する。また、「現在の症状」に関しては本人への確認が重要なこと (特に

咳症状)を説明する。

Ёi接触者健診を優先すべき他の要素とは「最優先接触者における発病率または感染率が予想以上に高
く、非濃厚接触者にも健診が必要とされた場合」「健診の優先度が低いと考えられていた接触者の中か

ら結核の発病が認められ、かつ結核菌の遺伝子型分析の結果が初発患者と同一パターンであると判明し

たため、非濃厚接触者にも健診が必要と判断された場合Jなどが挙げられる。



表 5:接触者 リス トの例

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ③ ⑨

No 氏名 年齢 性別 現在の

症状

直近の X線

結果

接触状況

最終接触 日

退所 。移動・

退職

予定

退所 。移動・

退職予定有の

場合は行き先

その他

(例)

1

KM 36 男 征
¨ 異常なし

H22.5.4

同室者

H25.9.10

H2512月 中

に満期出所

予定

帰住先は確認

中

SS 58 男 征
朴

異常なし

H22.5.4

同作業場で

一 日〇〇時

間程度接触

H25.9.8

な し な し

① 現段階で明記が難しい場合はイニシャルや IDで構いませんが、後に照合できるよう

にしておいてください。保健所が健診対象者として決定した際は必ず名前をお知らせ

ください。

② 現段階で明記が難しい場合は「50代 (後半)」 などで記載をお願いします。保健所が

健診対象者として決定した際は必ず年齢をお知らせください。

③ 男女特定のために初回の提出時点で必ずお知らせください。

④ 2週間以上の咳・痰・微熱について「有・無」で記入してください。「有」の方が健

`診よりも医療機関の受診を優先してください。

⑤ 可能な範囲で直近の胸部X線結果と撮影日を記入してください。

⑥ 出来るだけ具体的に記入してください。既に退所。移動・退職された方についてはそ

の時期も記入してください。

⑦ l年以内に退所。移動・退職の予定がある (わかる)方についてはその時期を記入し

てください。

③ その他必要事項があればお知らせください。

5.接触者健診の実施

前述した通り、実施に至つては主体が保健所でも刑事施設でも特に問題はない。現状調査か

らも様々なやり方が聞かれたが、刑事施設に委託する際は「接触者健診の手引き」に沿つて実

施されていることを確認することは保健所の責任であることを留意する。例えば健診対象者ヘ

の事前説明は 22か所中 18の保健所が刑事施設担当者に委任していたが、その際は説明の内容



が結核に関する正しい知識を提供し、不安を解消するとともに今後の健診の目的と方法などを

理解してもらうために適切であるかどうかを判断し、必要であれば助言を行う。実際の実施に

関する詳細は原則として「手引き」に示されている通りであるが、刑事施設という環境の特殊

性から幾つかの注意点を下記に挙げる。

1.感染の有無に関する検査 (QFTま たは T―SpotO TB以 下 T―Spot)

本書における刑事施設の被収容者の 95%以上 18歳以上であるため、接触者健診における感

染の有無に関する検査としてはIGRAが第一優先である。従来はOFTが唯一のIGRAであったが、

平成 24年 H月 から T―SpotO TB(以下 T―Spot)も健康保険収載になり、一般にも適用できる

ようになったことを刑事施設に伝える。接触者が 12～ 17歳であつた場合、「接触者健診の手

引き」は IGRAを 第一優先とするが、必要に応じてツ反を併用することを推奨している。また、

QFTの検査体制等の事情によってはツ反の先行でもよいが、中高齢者に対してはツ反を推奨し

ていないこと、中高齢者に対するQFTの性能に関する知見が不十分であるため、結果の解釈に

は十分な注意が必要であること、更には中高齢者に対しては感染の有無の検査を省略して胸部

X線検査のみを行う方法も検討すべきであることを助言する。

IGRAの検査時期については、原則として結核患者との最終接触から2か月以上 (8週～10

週間以上)経過した後に実施するが、下記に挙げる条件下では初発患者発生直後でもIGRA検

査を行い、陰性の場合は最終接触から2～ 3か月経過後に再検査を行うことが望ましい。

● 接触者が同室者など患者との接触期間が長い (2か月以上)
● 既に二次患者が発生している
● 対象者が最優先接触者 (免疫制御状態など)

上記以外の優先接触者、低優先接触者、あるいは初発患者が「低感染」であった場合は登録

直後の健診を省略し、2か月後の健診を初回健診とする。

2.発病の有無に関する検査

初発患者の登録直後～2か月後までの間に実施された接触者健診において IGRA陽性であっ

た者に対しては胸部 X線検査を実施する。ただし接触者健診の対象者に咳症状を認めた場合、

過去に既往歴・治療歴があるなどの理由で IGRA検査を実施しない場合、初発患者登録時点で

他の発病患者の存在が′心配される場合、及び前述した通り対象者が中高齢者の場合は IGRA検

査と連動させずに、登録直後に胸部 X線検査を実施する。これらの検査の結果、感染あり (疑

い)と診断され、発病を予防するための医療が必要と認められた者に対しては潜在性結核感染

症 (LTBI)と しての治療を勧める。詳しくは次節にて述べる。
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一方で、IGRAで陰性、且つ胸部 X線上も異常がない場合が経過観察は原則として不要だが、

発病者が複数多発している集団感染や接触者の所属集団の QFT陽性率が高い (15%以上55)場

合は直ぐに健診を終了せず、慎重に追跡する。また菌陽性未治療結核患者を対象とした QFT検

査の感度は 80～90%であるため56、 保健所としては可能であれば健診対象者に「陰性」であっ

ても発病するリスクが存在することから咳などの症状が出た場合は必ず申し出ること (既に出

所している場合は医療機関を受診すること)を勧め、対象者と直接会えない場合は刑事施設担

当者に正確かつ適切な指導を依頼する。特に免疫制御要因のある、あるいはあると疑われる接

触者 (妊婦、HIV、 副腎皮質ホルモン剤による治療)は結果が陰性であつても感染の否定がで

きず、注意が必要であることを伝える必要がある。

6. LTBI治力委について

本邦において刑事施設被収容者に対するLTBI治療事例の研究報告は皆無であり、また現状

調査からも被収容者の LTBIを経験した保健所数は少なく、また治療成績も不明であるこ更に

LTBI治療は一切行つていない刑事施設、患者の在留期間や合併症 (特に肝炎)等によつて助言

している保健所、全ての QFT陽性者に対して LTBI治療を助言している施設など、対応は様々

であった。

一方で 2013年 5月 に日本結核病学会予防委員会・治療委員会は「潜在性結核感染症治療指

針」を公表しており、その中で LTBI治療の必要性を判断するのに検討すべき′点として、①感

染、発病のリスク、②感染の診断、③胸部画像診断、④発病した場合の影響、⑤副作用出現の

可能性、及び⑥治療完了の見込み、を挙げている
57。

海外の「刑事施設におけるLTBIに 関する報告のシステマティックレビューは:刑事施設被

収容者の LTBI成功率が一般人口のそれと比較して著しく低い理由として「移動 。対処による

治療中断」や「目1作用の出現」を挙げている58。 特に LTBIの治療期間が原則として 6か月ある

いは 9か月内服であるため、CDCは LTBI治療開始の条件の一つとして最低 6か月の内服が可能

(刑事施設における入所期間が最低でも6か月以上と確定している、あるいは出所後の服薬支

援が確保できている)であることを挙げている。一方で現在日本では認められていない LTBI

治療薬として INH+リ ファペンチンがあり、米国では 3か月間週一回計 12回の内服を有効かつ

安全な治療として認めている59。 刑事施設のように長期にわたる服薬支援の確立が難しい状況

において、その有効性が期待されるが、その反面、肝炎の有病率が高い人口集団、すなわち刑

事施設被収容者への適応に関して今後更なるエビデンスの構築が求められる。
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7.集団感染対策について

結核患者の届出情報や接触者健診の結果に基づき、下記に挙げる状況が確認された場合は、

結核の集団感染対策を検討する必要がある。

1. 同一施設の入所者または職員において短期間に 2人以上の結核患者の発生があった
場合、

2. 接触者健診の結果、同一患者を推定感染源として複数の確定例が確認された場合な
ど、健診の対象範囲を拡大すべき要素を認める場合、

3. 推定感染源患者から感染を受けて発病した接触者からの感染例が確認された場合、
4. 接触者健診の対象者としては優先度が低いと考えられていた接触者の中から結核患
者が認められた場合。

実際の対応に関しては「接触者健診の手引き」を参考に行うものとする。

口 接触者健診に関するまとめ ´

1.実施主体は保健所でも刑事施設でも構わないが、保健所はその内容や方法に関して

助言を行 うなどして適切な関与が必要である。

2.刑事施設における結核患者特有の接触者を念頭に置き、調査を実施する。
3.LTBI治療に関しては原則として「潜在性結核感染症治療指針」に従うものとする

が、刑事施設の事情を理解 しながら治療を推奨する。

4.集団感染に関しては原則として「接触者健診の手引き」を参考に行うものとする。
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第四章 普及啓発

感染症法第 3条は「国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通 じた感染症に関する

正 しい知識の普及、感染症に関する情報の収集、整理、分析及び提供、感染症に関する研究の

推進、病原体等の検査能力の向上並びに感染症の予防に係る人材の養成及び資質の向上を図る」

としており、刑事施設に対する保健所の普及啓発活動はその重要な一環であることは明白であ

る。

現状調査によると、6施設が結核発生時毎に結核に関するパンフレットを波しながら説明を

行つており、2施設が医療機関向けの研修会 。講演会を実施する際に刑事施設職員にもその機

会を案内していた。また刑事施設において集団感染を経験した 2保健所は、職員の不安解消と

今後の早期発見のための研修を行つていた。

その他の普及啓発の機会としては各刑事施設が保健所を含む地域の医療機関や行政 。医師

会・歯科医師会といった関係機関と開催 している協議会や刑事施設で職員向けに行つている研

修会などが挙げられる。また V保健所は刑事施設の一般開放日に参加 した り、刑事施設の「医

療に関する協議会」に出席したりするなど、結核発生時以外の時でも刑事施設に足を運ぶこと

で刑事施設担当者 とコミュニケーションが取りやすい関係性を築いていた。現時点で積極的に

刑事施設に対して普及啓発を実施している保健所は少ないかと思われるが、啓発の機会として

は刑事施設職員に対する研修などが挙げられる。また服薬ノー トを活用するのも一つの手段で

ある。服薬ノー トの存在を知る刑事施設担当者は少ないであろうが、現状調査からは刑事施設

職員より「そのようなツールがあれば患者の治療管理のみならず、職員に対しても治療への理

解や協力をスムーズに得ることができる」「刑事施設担当者が患者に説明する際に使える資料

にもなる」との意見が聞かれた。手帳を服薬中に患者に管理させるのか、それとも刑事施設職

員が管理するのかは各担当者の判断に任せるとしても、服薬ノー トの紹介 とその活用に関して

実際に協議を行 うことは、刑事施設職員の結核に対する意識向上に貢献するかと考える。
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参考資料 1:「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」より抜粋

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

(平成十年十月二日法律第百十四号)

最終改正 :平成二五年一一月二七日法律第人四号

(医師等の責務)

第五条  医師その他の医療関係者は、感染症の予防に関し国及び地方公共団体が講ずる施
策に協力し、その予防に寄与するよう努めるとともに、感染症の患者等が置かれている状況を

深く認識し、良質かつ適切な医療を行うとともに、当該医療について適切な説明を行い、当該

患者等の理解を得るよう努めなければならない。     ・

2 病院、診療所、病原体等の検査を行つている機関、老人福祉施設等の施設の開設者及び
管理者は、当該施設において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。

(感染症の発生の状況、動向及び原因の調査)

第十五条  都道府県知事は、感染症の発生を予防し、又は感染症の発生の状況、動向及び
原因を明らかにするため必要があると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、三

類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者

及び無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそれがある

動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要な調査を

させることができる。

2 厚生労働大臣は、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防止するため緊急の必要が
あると認めるときは、当該職員に一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、ェ類感

染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者、新感

染症の所見がある者又は感染症を人に感染させるおそれがある動物若しくはその死体の所有

者若しくは管理者その他の関係者に質問させ、又は必要な調査をさせることができる。

3 -類 感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症若しくは新型インフル
エンザ等感染症の患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者、新感染症の所見がある者又は感

染症を人に感染させるおそれがある動物若しくはその死体の所有者若しくは管理者その他の

関係者は、前二項の規定による質問又は必要な 調査に協力するよう努めなければならない。

4 第一項及び第二項の職員は、その身分を示す証明書を携帯し、かつ、関係者の請求があ
るときは、これを提示しなければならない。

5 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、第一項の規定により実施された
質問又は必要な調査の結果を厚生労働大臣に報告しなければならない。



6 都道府県知事は、第一項の規定を実施するため特に必要があると認めるときは、他の都
道府県知事又は厚生労働大臣に感染症の治療の方法の研究、病原体等の検査その他の感染症に

関する試験研究又は検査を行っている機関の職員の派遣その他同項の規定による質問又は必

要な調査を実施するため必要な協力を求めることができる。

7 第四項の規定は、前項の規定により派遣された職員について準用する。
8 第四項の証明書に関し必要な事項は、厚生労働省令で定める。
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参考資料 2:「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」より抜粋

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

(平成十五年二月二十日法律第五十人号)

最終改正 :平成二四年六月二七日法律第四二号

第二章 行政機関における個人情報の取扱い

(利用及び提供の制限)

第人条  行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個
人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。

2 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認める
ときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。

ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することにようて、

本人又は第二者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでな

レ`。

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。
二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用
する場合であつて、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報
を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂

行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて

相当な理由のあるとき。

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情
報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保

有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。

3 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨げ
るものではない。

4 行政機関の長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保
有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関の内部における利用を特定の部局又は機

関に限るものとする。
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参考資料 3-1:刑事施設における主な部及び室の名称

平成 25年現在

刑務所等の名称 部及び室の名称

府中刑務所、大阪刑務所 総務部、処遇部、教育部、医務部

分類審議室、国際対策室

札幌刑務所、千葉刑務所、名古屋刑務所福

岡刑務所、川越少年刑務所

総務部、処遇部、教育部、医務部、分類審議室

横浜刑務所 総務部、処遇部、分類教育部、医務部、

国際対策室

東京拘置所、大阪拘置所 総務部、処遇部、分類部、医務部

宮城刑務所、黒羽刑務所、京都刑務所

神戸刑務所、広島刑務所、高松刑務所

大分刑務所

総務部、処遇部、分類教育部、医務部

福島刑務所 総務部、処遇部、分類教育部、国際対策室

綱走刑務所、月形刑務所、山形刑務所 総務部、処遇部、分類教育部

静岡刑務所 総務部、処遇部、医務部

八王子医療刑務所、岡崎医療刑務所

大阪医療刑務所、北九州医療刑務所

総務部、処遇部、医療部

喜連川社会復帰促進センター、播磨社会復

帰促進センター、島根あさひ社会復帰促進

センター、美祢社会復帰促進センター

総務部、矯正処遇部

その他の刑務所等 総務部、処遇部
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参考資料 3-2:刑事施設における主な部及び室の所掌事務

部及び室名 所掌事務

総務部 公文書類の接受、発送、編集及び保存、人事、名籍、統計、刑事施設視察委員会

の庶務、経理、領置物及び保管物、営繕、給養、職員の福祉及びその他刑務所等

の所掌事務で他の所掌に属しないものに関すること

処遇部及び

矯正処遇部

警備及び保清並びに作業その他の処遇、作業の企画、立案及び指導並びに職業副1

練の実施並びに作業に関する施設及び物資の管理、改善指導、教科指導及び余暇

活動 (教育部又は分類教育部が置かれる刑務所等を除く)、 鑑別、分類、作業の

指定並びに仮釈放及び仮出場の審査並びに保護に関すること(分類審議室若しく

は分類部又は分類教育部が置かれる刑務所等を除く)、 及び外国人被収容者の処

遇に関する翻訳及び通訳に関すること

教育部 改善指導、教科指導及び余暇活動に関すること

分類審議室

及び分類部

鑑別、分類、作業の指定並びに仮釈放及び仮出場の審査並びに保護に関すること

国際対策室 外国人被収容者の処遇に関する翻訳及び通訳並びに外国人被収容者の処遇に関

する調査及び関係機関との連絡調整に関すること

医務部及び

医療部

保健、衛生、防疫、医療及び薬剤に関すること
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参考資料 4:刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律より抜粋

刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律

(平成十七年五月二十五日法律第五十号)

最終改正 :平成二五年六月一四日法律第四四号

第二款 面会

第一日 受刑者

(面会の相手方)

第百十一条  刑事施設の長は、受刑者 (未決拘禁者としての地位を有するものを除く。以下
この目において同じ。)に対し、次に掲げる者から面会の申出があつたときは、第百四十八条

第二項又は次節の規定により禁止される場合を除き、これを許すものとする。

一  受刑者の親族
二  婚姻関係の調整、訴訟の遂行、事業の維持その他の受刑者の身分上、法律上又は業務上
の重大な利害に係る用務の処理のため面会することが必要な者

三  受刑者の更生保護に関係のある者、受刑者の釈放後にこれを雇用しようとする者その他
の面会により受刑者の改善更生に資すると認められる者

2 刑事施設の長は、受刑者に対し、前項各号に掲げる者以外の者から面会の申出があつた
場合において、その者との交友関係の維持その他面会することを必要とする事情があり、かつ、

面会により、刑事施設の規律及び秩序を害する結果を生じ、又は受刑者の矯正処遇の適切な実

施に支障を生ずるおそれがないと認めるときは、これを許すことができる。

***************************************************************

第二款 信書の発受

第一日 受刑者

(発受を許す信書 )

第百二十六条 刑事施設の長は、受刑者 (未決拘禁者としての地位を有するものを除く。以
下この目において同じ。)に対し、この日、第百四十人条第二項又は次節の規定により禁止さ

れる場合を除き、他の者との間で信書を発受することを許すものとする。

(信書の検査)

第百二十七条  刑事施設の長は、刑事施設の規律及び秩序の維持、受刑者の矯正処遇の適切
な実施その他の理由により必要があると認める場合には、その指名する職員に、受刑者が発受

する信書について、検査を行わせることができる。



2 次に掲げる信書については、前項の検査は、これらの信書に該当することを確認するた
めに必要な限度において行うものとする。ただし、第二号に掲げる信書 について、刑事施設

の規律及び秩序を害する結果を生ずるおそれがあると認めるべき特別の事情がある場合は、こ

の限りでない。

一 受刑者が国又は地方公共団体の機関から受ける信書
二  受刑者が自己に対する刑事施設の長の措置その他自己が受けた処遇に関し調査を行う国
又は地方公共団体の機関に対して発する信書

三  受刑者が自己に対する刑事施設の長の措置その他自己が受けた処遇に関し弁護士法第二
条第一項に規定する職務を遂行する弁護士 (弁護士法人を含む。以下この款において同じ。)

との間で発受する信書

***************************************************************

第二日 未決拘禁者

(発受を許す信書)

第百三十四条  刑事施設の長は、未決拘禁者 (受刑者又は死刑確定者としての地位を有する
ものを除く。以下この目において同じ。)に対し、この日、第百四十人条第二項又 は次節の

規定により禁止される場合を除き、他の者との間で信書を発受することを許すものとする。た

だし、刑事訴訟法の定めるところにより信書の発受が許さ れない場合は、この限りでない。

(信書の検査)

第百三十五条  刑事施設の長は、その指名する職員に、未決拘禁者が発受する信書について、
検査を行わせるものとする。

2 次に掲げる信書については、前項の検査は、これらの信書に該当することを確認するた
めに必要な限度において行うものとする。ただし、第二号に掲げる信書 について、刑事施設

の規律及び秩序を害する結果又は罪証の隠減の結果を生ずるおそれがあると認めるべき特別

の事情がある場合は、この限りでない。

一  未決拘禁者が弁護人等から受ける信書
二  未決拘禁者が国又は地方公共団体の機関から受ける信書
三  未決拘禁者が自己に対する刑事施設の長の措置その他自己が受けた処遇に関し弁護士法
第二条第一項に規定する職務を遂行する弁護士から受ける信書

3 刑事施設の長は、刑事施設の規律及び秩序を害する結果並びに罪証の隠滅の結果を生ず
るおそれがないと認める場合には、前二項の規定にかかわらず、第一項の検査を行わせないこ

とができる。
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参考資料 5:「刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則」より抜粋

刑事施設及び被収容者の処遇に関する規則

(平成 18年 5月 23日 法務省令第 57号 )

最終改正 :平成 19年 5月 25日 法務省令第 35号

刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律 (平成 17年法律第 50号)の規定に基づき、及び同

法を実施するため、刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律施行規則を次のように定める。

第 7章 保健衛生及び医療

(健康診断の事項)

第 29条  法第 61条第 1項前段の規定による健康診断は、次に掲げる事項について行うもの
とする。ただし、第 1号、第 3号 (体重の測定を除く。)及び第 5号から第 H号までに掲げ
る事項については、医師が法務大臣が定める基準に従い必要でないと認めるときは、健康診断

を省略することができる。

(1) 既往歴、生活歴及び家族の病歴の調査

(2) 自党症状及び他党症状の検査

(3)身長及び体重の測定並びに視力及び聴力の検査
(4)血圧の測定
(5)尿中の精及び蛋自の有無の検査
(6)胸部エックス線検査

(7)血色素量及び赤血球数の検査

(8)血清グルタミックオキサロアセチックトランスアミナーゼ (GOT)、 血清グルタミッ
クピルビックトランスアミナーゼ (GPT)及びガンマーグルタミル トランスペプチダーゼ
(γ一GTP)の 検査

(9) 血清総コレステロール、高比重リポ蛋自コレステロール (HDLコ レステロール)及び

血清 トリグリセライドの量の検査

(10)血糖検査

(11) 心電図検査

2 法第 61条第 1項後段の規定による健康診断は、前項第 2号に掲げる事項のほか、医師が
必要と認める事項について行うものとする。
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結核 の積極的疫 学調査票

_保健所
初発患者登録番号  (       )

調査実施  年  月  日  担当者 (            )

初発患者

フリガナ

氏名

1.男
2.女 診断名

1.肺結核
2.肺外結核
(    )
(    )

届出月D
(医療機関)

年 月 日

(     )
年齢 歳 ( 年 月 日生)

働
蹴 性

価

染

評

感

の

1.高感染性 (綿密な接触者の把握と健診が必要)
2. 低疱:染や生(ハイリスク・濃厚接触者の把握と健診が必要)

3.感染性なし (感染源探求を目的とした健診等が必要)
の

地

在

在

現

所

(現住所 と異なる場合 )

前

業

所

職

入

の

いつ頃から

感染性?

感染性期間の始期

平成   年  月  日頃 (推定)

菌検査結果

<検体>
1.喀痰

2.その他

検査日 / / /
結核菌同定 (未・確定)

薬剤感受性試験
1.耐性なし
2.耐性あり(耐性薬剤に○
(HRESZ  )
3.検査中  4.未 実施

咳症状

1.な し

2.あ り

年 月 日頃から

※咳がひどくなった時期

年 月 日頃から

塗抹

培養

発病時期

初診月日

診断月日

治療開始

合併症

(治療中
の疾患)

平成 年 月   日 (推定) 咳以外の症状 (該当するものに〇)

平成  年  月   日
(発病～初診 :   ヶ月   日)

1.痰・血痰  (  年  月  日頃から)
2.発熱    (  年  月  日頃から)
3.寝汗    (  年  月  日頃から)
4.体重減少  (  年  月  日頃から)
5,倦怠感   (  年  月  日頃から)
6.その他   (  年  月  日頃から)

平成  年  月   日
(初診～診断 :   ヶ月   日)
平成  年  月   日

結核の

既往歴

1.な し

2.あ り (過去の治療内容を記載)

結核発病

高危険因

子等の

合併

1.糖尿病 (内服治療、インスリン治療)
2.悪性腫瘍 (具体的に :                       )
3.慢性腎不全 (人工透析 導入  年  月、  現在週  回実施)
4.副腎皮質ホルモンによる治療
5.面積制御剤による治療 (薬剤名                  )
6.胃切除歴、または空腸回腸倍バイパス手術歴あり (   年    月)
7.じ ん肺
8.最近 2年以内に結核感染歴あり (具体的に)
9.健診等の胸部 X線検査で硬化巣を指摘 (結核治療歴なし)
10.その他 (                       )
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結核と診断されるまでの経緯

受診歴

※診断される

までの経緯 (症

状経適〔受診医
療機関名、検査

内容等)

過去のBCG歴、健康診断受診歴など

Bむol接轟 な し あ り ( 年 月頃 )・  不明

最近の健診歴

(胸部,X線検査)

年  月受診 → 1.異常なし (精査不要)  2.要精査 (精査結果       )
年  月受診 → 1.異常なし (精査不要)  2.要 精査 (精査結果       )

年  月受診 → 1.異常なし (精査不要)  2.要精査 (精査結果       )
入所前の

1

かかりつ:け医
なし 。 あり  (医 療機関名 )

暉 在の治療状,|.(病気につぃて開いていることなど)】

使用薬剤 :INH RHP EB SM PZAその他 (

DOTSの有無 (刑事施設職員の監視下で服薬 しているか)

病気について医師から聞いていることなど

) 服薬回数・時間帯  回/日 (朝・昼・夜)

【入所前の生活状況】

喫煙歴 11.な し  2.止めた  3.喫煙していた (  本/日 、  年)1飲酒 1 1.な し  2.飲んでいた( 合/日 )
パチンコ、ゲームセンター、ネットカフェ、サウナ、居酒屋等の利用状況

(施設名・頻度)

【接触状況及び頻度】

1.入所前に一緒に住んでいた者 (家族、同居人等)

2.入所前の福祉サービスの利用状況

3.当該施設入所前のその他の接触者 (前施設における同室者、移送に同行した刑事施設職員、弁護士等)

4.当 該施設入所後の接触者
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結核の積極的疲学調査票 (刑事施設用)

調
査
状
況

保健師による患者面接 調査 日 :平成  年  月  日 面接者氏名 :

保健師による刑事施設担当者から

の聞き取り (訪問・来所 。電話)

調査 日 :平成  年  月  日 調査者氏名 :

施
設
概
要

刑事施設名

住所
TEL

担当連絡者氏名

担当連絡者連絡先

環
境

見学 可・不可  見学日 :平成  年  月  日

空調

居室 :

作業場

その他

換気状況

居室 :

作業場

その他

患
者
の
入
所
状
況

当該施設入所日 平成  年  月  日

当該施設入所前の住

所または所在地

1 他施設より転入の場合

施設名 :

2. 新規入所の場合

入所前の住所または所在地 :

電話番号 :

移

送

・

出

所

予

定

等

治療を行う0行 う予定

の医療機関

当該施設 0他施設 (施設名 :

他施設の場合、移送 (予定)日 :平成  年  月  日
移送の手段 :

所有時間 :

移送に同行 した刑事施設職員名 :

出所時期 平成  年  月  頃
帰住先 : 未定 0有

身元引受人 : 未定・有

(治療終了予定日が出所前・出所後)
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結核患者服薬支援計回票 (刑事施設用)

患者登録番号 :

患者氏名 :

(男 。女)

治療開始日 : 平成  年  月  日

治療終了 (予定)日 : 平成  年  月  日

出所 (予定) 日 平成  年  月  日

満期出所 。仮出所

検討年月日:  年  月 日

方法 :

1.患者面接 (出所前 。出所後)

2.刑事施設職員・患者との出所前カンファレンス

出席者氏名 :

3.刑事施設担当者のみとの出所前カンファレンス (訪問・来所 。電話 )

刑事施設担当者名 :

身元引受人の有無 :  無

身元引受人の氏名及び住所

有

出所後の住居及び連絡先 (所在地・電話番号等)

1.家族 (両親・兄弟・配偶者。その他の親戚)

2.知人宅等

3.更生保護施設

4.自 立準備ホーム

5.自 立更生促進センター

6.地域定着支援センター

7.雇主

8。 その他

出所後の生活状況に関する確認事項 :

住

民

票

等

1.住民票の有無 有 無 不 明

2. 「無」「不明」の場合の今後の手続き

3.年金手帳・健康保険の有無 有 任
ヽ

不明

4. 「無」「不明Jの場合の今後の手続き

経

済

状

況

5.出所時に当面の生活費用となる所持金はあるか。 は い いいえ

6. 「無」の場合、更生緊急保護
*に
申請するか。 は い いいえ

7.生活保護を申請するか。 は い いいえ

8.「はい」の場合の今後の手続き :

健

康

状

態

9.出所時の内服薬の所持の有無 有 ( 日分) 毎小
10.出所時の多疾患の治療の有無 有 無

「有」の場合の治療状況・内容 。今後の手続き :

更生救急保護制度とは社会福祉の制度とは別に、出所者に対して保護観察所の長がとる特別な保護の制度である。本
の申し出によつて行われ、釈放後 6か月間に限られる。
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刑事施設における結核患者のリスクアセスメント票

年   月   日
検討項目 な し あ り

疾

患

の

特

殊

性

1.過去の中断歴 0点 1点

2.再発・再治療 0点 1点

3.薬剤耐性 0点 1点

4.副作用 0点 1点

5.糖尿病 0点 1点

6.HIV 0点 1点

7.腎障害 0点 1点

8.アルコール依存 (2合以上) 0点 1点

9.認知症・精神障害 0点 1点

10。 その他合併症 0点 1点

患

者

の

状

態

11.喫煙 0′点 1点

12.薬物依存 0点 1点

13.疾病に対する理解力の問題* 0点 1点

14.対人関係の問題 (他者との関わりが困難等) 0点 1点

15.65歳未満 0点 1点

出

所

後

の

生

活

16. 家族 。身元引受人・更生保護施設職員等の理解と支援 1点 0点

17.外来通院先の確保 1点 0点

18.健康保健 1点 0点

19.中・長期的な住居の確保 (更生保護施設等を含む) 1点 0点

20.出所後の就労 1点 0′点
*理
解力の問題に関しては結核に対する知識、理解、疾病の受容、服薬の必要性とDOTSの
受入、副作用の理解等を検討する。

合計

判断基準 :

A:10点以上 (原則毎日)、 B:5点～9点 (週 1～2回以上)、 C:5点未満 (月
1～ 2回以上)

支援方法 :
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